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◆ERINA 経済交流部 当面の交流事業◆ 

ERINA 経済交流部長 酒見健之 

 

平成 28 年度の ERINA経済交流部が予定している当面の交流事業

のいくつかをお知らせします。関連する企業の方々にご参加いただ

いたり、情報の提供をお願いしたりすることで、なるべく大きな成

果を挙げ、それをフィードバックできるようにと、考えています。 

ぜひご参考にしていただき、皆さまのご参加、ご協力をいただき

ますよう、よろしくお願いします。 

 

国際人材フェア・にいがた

2017 

 

＜県内企業の出展を募集しています＞ 

2005 年に始まった「国際人材フェア・にいがた」は、これまで

11 回の開催で、留学生の参加は計 787 人、うち 49 人の採用／内定

を実現してきました。特に前回は、内定者 12 人という大きな成果

を残すことができました。前回の参加者 80 人を国別に見ると、中

国（44 人）を筆頭に、ベトナム（12 人）、ネパール（７人）など、

13 カ国の留学生が参加しています。2017 年に向けた新たな国際人

材を求めて、貴社もぜひ、ご出展ください。 

 開催日 2016 年６月 17 日（金） 

午前  企業ブースの設営 

13:00 留学生向け就職ガイダンス 

14:00 留学生が企業のブースを訪問し、企業と相談・交流します。 

17:00 終了 

 出展申し込み 

留学生向けポスターに募集企業情報を掲載する１次締め切りは

過ぎましたが、引き続き数社の出展を受け付けています。申込書は

下記 URL からダウンロードしてください。 

 

最終締め切り ６月６日（月） 

※定数に達し次第、締め切らせていただきます。 

 問合せ・申込先 

ERINA 蔡（さい）／棚橋 

Tel: 025-290-5545 Fax: 025-249-7550  

URL: http://www.erina.or.jp/activities/business/job_fair/ 

 

2016 韓日部品素材調達商談会 ＜参加企業を募集しています＞ 

ERINA とも協力関係にある韓日産業・技術協力財団（KJCF）が

主催する恒例の「韓日部品素材調達商談会」が今年も開催されます。

韓国から部品・素材の調達や委託生産などを検討している企業の参

加を募集しており、今年も ERINA が参加の取りまとめ・アテンド

をいたします。 

 開催日   10 月 27 日（木）（原則、10/26 発、10/28 着の新 

潟空港直行便利用） 

 会場    ロッテホテル（ソウル） 
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  面談方法  参加企業と韓国企業の個別面談（通訳付、１社あ 

たり 30～50 分） 

 対象企業  韓国からの調達（部品及び委託生産）を希望する 

部品・素材関連メーカー、関連専門商社 

 対象業種  部品及び素材関連の産業分野（機械、自動車、電 

気・電子、IT のハードウェア） 

※対象外：食品等の消費生活用品、医療、IT のソフ 

トウエアなど 

 募集企業数 ５社（先着順） 

 参加費用  １社１名に限り、新潟－仁川往復航空運賃無料。 

      商談会参加費は無料。韓国での交通費、宿泊費、 

食事代は自己負担。 

 申込期限  2016 年７月 15 日（金）ERINA 必着 

      申込書は下記 URL からもダウンロードできます。 

 問合せ・申込先 

      ERINA 酒見／蔡（さい） 

Tel: 025-290-5545 Fax: 025-249-7550  

URL: http://www.erina.or.jp/about/news/125286/ 

 

韓国青年人材採用相談会 ＜参加企業を募集しています＞ 

 韓日産業・技術協力財団（KJCF）は、日本企業の海外人材の確

保のニーズに応え、韓日間の協力ネットワークの構築を目的として、

「韓国青年人材採用相談会」を初開催します。ERINA が参加取りま

とめ・アテンドをします。韓国からの人材確保のため相談会への参

加をお考えの企業は、まずアンケートにご協力いただきますよう、

お願いします。 

 開催日   10 月 28 日（金）（原則、10/27 発、10/29 着の新 

潟空港直行便利用） 

 会場    ロッテホテル（ソウル） 

 対象企業  特に制限はありません。但し、アンケートの回答 

を韓日産業・技術協力財団が審査し、参加が決定 

します。 

 プロセス  ①日本側企業がアンケートに回答 

      ②参加企業の審査、求人票様式の送付、その提出 

      ③韓国側で求人票に沿った青年人材の募集 

      ④韓国側から応募者（複数）の連絡 

⑤応募者（複数）の中から日本側企業で面接対象 

者を選定 

      ⑥相談会（ソウルで個別面接） 

 募集企業数 ５社（先着順） 

 参加費用  １社１名に限り、新潟－仁川往復航空運賃無料。 

宿泊費（２泊）、参加費は無料。韓国での交通費、

食事代は自己負担。 
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  アンケート回答期限 

2016 年６月 10 日（金）ERINA 必着 

      アンケートは下記 URL からもダウンロードできます。 

 問合せ・回答・申込先 

      ERINA 酒見／蔡（さい） 

Tel: 025-290-5545 Fax: 025-249-7550  

URL: http://www.erina.or.jp/about/news/125237/ 

 

 

◆海外ビジネス情報◆ 

ロシア極東 

TOR 入居者が 2019 年までに 

新空港ビルを 

ハバロフスクに約束 

（ロシースカヤ・ガゼータ 

３月２日） 

 

 （株）ハバロフスク国際空港が「ハバロフスク」先行経済発展区（TOR）

の新たな入居者となった。極東開発公社広報室の発表によると、同公

社は前日、同社と TOR での業務の実行に関する合意書に署名した。 

（株）ハバロフスク国際空港はエアターミナルビル・プロジェクト

をほぼ、まとめた。このプロジェクトは５万 4000 平方メートル余り

の最新式旅客ターミナル（年間最大乗降客処理能力 450 万人）の建設

を予定している。ターミナルは 2019 年の稼働を予定している。 

ハバロフスク国際空港は 60 億ルーブル余りをプロジェクトに投資

する。極東開発公社広報室では、「新エアターミナルビルは国内線と国

際線をまとめ、ICAO の『C』クラスを満たす高品質の乗降客サービ

スを提供する。プロジェクトの実行によって、成長する旅客輸送の需

要を満たし、ロシア極東の中枢空港（ハブ）の役割を効率的に果たす

ことができる」と説明した。 

 

ウラジオストクでの 

ビザ発給簡素化制度は 

７月１日から始動 

（ロシースカヤ・ガゼータ 

３月 14 日） 

 ウラジオストク自由港におけるビザ発給簡素化制度が 2016 年７月

１日から導入されることを、沿海地方政府広報室がアレクサンドル・

ガルシカ極東開発相の談話を交えて伝えている。 

 ロシア連邦政府におけるビザ発給簡素化制度に関する政府決定案の

検討結果について、ガルシカ大臣は、ウラジオストク自由港の検問所

を経由してロシアに入国する外国人は我が国にとって新しいタイプの

ビザ、すなわちインターネット経由で手続きされる電子ビザを取得す

ると伝えた。さらに、このビザの無料取得に関する決定は、政府決定

案の検討の重要な結果となった。 

 

ブラゴベシチェンスクと 

黒河を結ぶ橋梁建設で 

中ロ合弁会社 

（インターファクス３月 14 日） 

 アムール川国境横断橋の建設に係る中ロ合弁会社の設立契約がハル

ビン市で署名されたことを、アムール州のアレクサンドル・コズロフ

知事が 14 日、記者団に発表した。 

 コズロフ知事によれば、この会社は対等の原則（ロシア側と中国側

の平等な分担）で設立された。知事は、20 年にわたり両国間で協議さ

れている橋の建設が動き始めたのだとコメントした。「（株）モスト（ア

ムール州）とアムール川横断橋建設会社（中国黒龍江省）の間で合弁

会社設立契約書が署名された。４月１日までにプロジェクトが国家鑑

定に提出される。７月頃、我々は工事を始め、費用は 188 億ルーブル 



2016 年 5 月 No.115 

 

4 

ERINA BUSINESS NEWS 
Economic Research Institute for Northeast Asia 

 だ」と知事は述べた。 

 ロシア側の出費は 136億ルーブル、中国側は 52億ルーブルとなる。

橋梁建設は設計も含め３年ほどを要する。ブラゴベシチェンスク地区

の 1500 ヘクタールが建設区域に入る。これは、進入路、ランプ、休

憩エリア、駐車場を含んでいる。

 

サハリンの 

スキーリゾート整備に 

160 億ルーブル 

（ハバロフスク版 

コメルサント・デイリー 

３月 24 日） 

 サハリン州政府はユジノサハリンスクの「山の空気」スキーリゾー

ト整備・拡張プロジェクト（約 160 億ルーブル）を発表した。ここを

拠点とする同名の先行経済発展区（TOR）の形成に関する政府決定書

に、メドベージェフ首相が先週、署名した。 

サハリン州のアントン・ザイツェフ・スポーツ・青少年政策大臣が

22 日に説明したところによると、2016～2022 年に、ボリシェビク山

（標高 601 メートル）の既存のインフラを近代化し、近隣のクラスナ

ヤ山（約 780 メートル）とオストラヤ山（約 1100 メートル）を開発

する計画となっている。全部で、60 キロの道路、９本の新しいロープ

ウェー、ホテル及びシャレー（600 室）、レストランとカフェ（220 席）

の建設が予定されている。サハリン州は最高で年間 30 万人の観光客

を呼び込むことができると、ザイツェフ大臣は考えている。

 

ズベズダ造船所が 

ボリショイ・カメニ TOR に入居 

（ロシースカヤ・ガゼータ 

３月 26 日） 

 極東開発公社と「ズベズダ」造船所の間で「ボリショイ・カメニ」

先行社会経済発展区（TOR）での活動に関する合意書が署名された。 

 極東開発省の発表によると、沿海地方におけるプロジェクトの実施

の結果、ロシア最大級の造船所の一つが出現する。「ズベズダ」は排水

量 35 万トンまでの船舶、石油プラットフォームのエレメント、砕氷

船、特殊船舶、その他海洋施設を製造している。造船所の竣工は 2024

年に予定されており、それまでに造船所では 8000 人分の雇用が創出

される。発表された投資金額は 920 億ルーブルとなっている。 

 ボリショイ・カメニ TOR は 2016 年２月 28 日付ロシア連邦政府決

定によって設置されることになった。 

 

NEDO がカムチャツカに 

風力発電機を無償譲渡 

（インターファクス４月１日） 

 日本の NEDO（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発

機構）が、ウスチ・カムチャツクに設置された３基の風力発電装置を

カムチャツカに無償で譲渡することを、カムチャツカ地方政府広報室

が１日、発表している。 

同地方政府のセルゲイ・パホモフ副首相によれば、ウスチ・カムチ

ャツクに初めて発電装置が設置されたのは数年前、フランス企業によ

ってだった。その出力は 275 キロワット。2015 年１月には NEDO が

２基目の発電装置の設置を完了し、９月 10 日に正式に第３基が運転

を開始。年末までに４基目の設置が終了した。 

 風力発電装置の出力は合計でおよそ１メガワットとなっている。そ

の後、ウィンドファームには５基の風力発電装置が加えられ、これら

によって３メガワットに及ぶ総発電量を確保することができる。 

 作業は（株）東部エネルギーシステムと NEDO の共同プロジェクト

の枠内で進められている。「契約条件に従い、風力発電装置をカムチャ 
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 ツカ地方の資産として譲渡した後、将来的にこの種の装置の設計時に

あらゆる長所と短所を考慮するため、日本側はさらに３年間、運転中

の装置の状態に関するデータを集める」とパホモフ副首相は述べた。 

 カムチャツカ地方政府広報室の資料によると、東部エネルギーシス

テムとカムチャツカ地方政府の協力協定の枠内で、今後数年間で風力

／ディーゼルハイブリッド発電システムが、カムチャツカのさらに６

村落に設置される。風速・風量計が現在、北部の村々（マニラフ、ウ

スチ・ハイリュゾボ、パハチャフ）で稼働している。 

 

ソラーズとマツダの合弁会社が 

工業組立協定に最初に署名する 

（ベドモスチ４月３日） 

 ロシア産業商務省付属省庁間委員会は３月 31 日、連邦特別投資契

約の第１号を承認した。これは合弁企業マツダ・ソラーズ・マニュフ

ェクチュリング・ルス社（出資分担は各 50％）との契約だ。産業商務

省付属産業発展基金のスポークスマンがこれについてベドモスチ紙に

語った。同契約の期限は 2023 年までで、４月中に署名されることを

産業発展基金とソラーズのスポークスマンが発表した。 

 特別投資契約に従い、マツダ・ソラーズ・マニュフェクチュリング・

ルス社は 20 億ルーブルを投入し、ウラジオストクに５万台規模のエ

ンジン工場を組織する、と産業発展基金のスポークスマンは話してい

る。同社はまた、新型のマツダ６、マツダ CX5 の生産を整備しなけれ

ばならない。ソラーズ社のスポークスマンもこれを裏付ける発言をし

たが、投資の詳細は語らなかった。マツダ・ソラーズ・マニュフェク

チュリング・ルスの自動車の生産力は年間 10 万台。欧州ビジネス協

議会（AEB）の資料によると、ロシアにおけるマツダの販売台数は 46％

縮小し、２万 7358 台になった。 

 マツダ・ソラーズ・マニュフェクチュリング・ルスは昨年、自動車

部品輸入時の特恵関税の権利を失った。これは、同社が工業組立契約

で定められた期限内に工場の稼働証明書を提出しなかったためだ、と

経済発展省のスポークスマンは説明している。マツダ向け自動車部品

の輸入時の様々なコスト削減案が検討中である、とソラーズ社のスポ

ークスマンは述べた。 

 

中国企業がロシア極東に移転か 

（プライム通信４月６日） 

 造船所、化学工場、製鉄所が中国からロシア極東に移されるかもし

れない、と極東開発省は話している。 

 ロシア極東への中国企業の移転問題が、極東開発省ルスタム・マカ

ロフ局長と周建平・中国国家発展改革委員会（NDRC）東北等老工業

基地振興司長との協議の際、検討された。 

アレクサンドル・ガルシカ極東開発大臣の北京訪問時にこのような

合意がなされ、ロシア極東における中ロの地域・製造業・投資の協力

の強化に係る相互理解の覚書に記録された。この合意は、経済の優先

部門（建設業、鉄鋼業、発電、機械製造、造船、化学工業、農業）に

おける工場の輸出に係る中国側の発議を受けたものだ。これは、ロシ

ア国内で制定された環境規制の遵守義務を踏まえた、中国企業のロシ

ア極東への移転の可能性を指す。 

会合の結果、双方は、ロシア極東開発省と NDRC の投資協力分野の 
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 定期的協議と情報交換のメカニズムを構築することを決定。大型輸送

プロジェクトの実行を促進する目的で、中ロの大手運送会社を交えた

合同会議が近々に開かれる。 

 

中ロの銀行がロシア極東への 

投資呼び込みで協力 

（ハバロフスク版 

コメルサント・デイリー 

４月 12 日） 

 中ロ金融評議会の一環の投資協力フォーラムで、ロシアと中国の複

数の銀行がシベリア・極東の発展での協力に関する枠組み合意書に署

名した。ロシア貯蓄銀行（ズベルバンク）極東支部広報室が本紙にこ

のように伝えた。エブゲーニー・チトフ同支部長は合意文書に署名し

たうちの一人だった。同支部の情報によると、ロシア側からはズベル

バンク極東支部とバイカル地域支部、アジア太平洋銀行、（株）極東発

展基金が、中国側からはハルビン銀行、重慶銀行、大連銀行、内モン

ゴル銀行、海南銀行が参加している。 

「双方は自国通貨での相互決済を拡大し、貿易金融の規模を拡大し、

シベリア及び極東向けの資金調達、投資呼び込みで協力することで合

意した。合意書はインフラ工事、資源開発、発電事業、工業団地建設

の方面や、林産業、農業、水産業等の発展にも及ぶ」とズベルバンク

極東支部では話していた。 

 

太陽節に北朝鮮総領事館が 

ナホトカからウラジオストクに 

移転 

（インターファクス４月 15 日） 

 在極東北朝鮮総領事館がナホトカから沿海地方の中心都市、ウラジ

オストクに移転し、15 日、盛大な開所式が行われた。 

 ウラジオストク市役所広報室は、沿海地方の中心都市がロシアと北

朝鮮の善隣関係の拡大・強化において特別な地位を占めていることを

指摘。ウラジオストクこそ、モスクワを除いてロシアで唯一、折々に

北朝鮮国民の指導者、金日成と金正日が訪れた都市なのだ。ウラジオ

ストクは北朝鮮元山市の唯一のロシアの姉妹都市でもある。 

 北朝鮮総領事館はウラジオストクで６つ目の外国公館となり、同市

で活動する CIS を含む諸外国の領事機関としては 23 番目となった。

 

トランジット輸送で中国は 

年間で最大 10 億ドルを 

節約できる 

（ハバロフスク版 

コメルサント・デイリー 

４月 20 日） 

 北京における協議で、ロシア極東開発省と中国の関係者は沿海地方

の国際輸送回廊整備に係る合弁管理会社の設立について合意した。資

本金はロシアの分担分が圧倒的に多く、国際輸送回廊の枠内のインフ

ラ施設建設費は、極東開発省の確認によると、20％がロシア側、80％

が中国側（企業及び銀行）によって提供される。輸送回廊「プリモー

リエ１」、「プリモーリエ２」の整備に参画する意向を中国輸出入銀行

が表明した。予想される事業費回収期間は 10 年。必要な投資金額を

極東開発省では明言しなかった。 

 黒龍江省からナホトカ港あるいはウラジオストク港までの輸送回廊

（プリモーリエ１）、吉林省からザルビノ港までの輸送回廊（プリモー

リエ２）の形成によって、中国東北部の企業は物流コストを年間 10

億ドル節約することができる。３月 23 日、ユーリー・トルトネフ副

首相の招集した会議では、「プリモーリエ１」（貨物 700 万トン）のイ

ンフラには 100 億ルーブル、「プリモーリエ２」（3800 万トン）には

1700 億ルーブルが必要だとされた。 

 ロシア鉄道社はすでに、国際輸送回廊を形成する鉄道に投資をして 
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 いる。コンテナターミナルの建設も含め、グロデコボ駅（昨年の貨物

取扱量は 780 万トン）の改修工事が続いている。作業費用は約５億ル

ーブルと試算されており、この資金の半分が消化された、と同極東鉄

道支社では本紙に話した。ウスリースク－グロデコボ区間には現在、

貨物輸送にある程度余裕がある、と業界の情報筋は話している。しか

し、貨物 700 万トンの誘致となると、追加の整備対策が必要だ。2020

年までに「プリモーリエ２」のマハリノ～国境区間の近代化に 60 億

ルーブルが使われ、特に、資金は倉庫の建設に使われる。 

 

日本の運送会社が沿海地方の 

倉庫の設備更新に参画か 

（インターファクス４月 22 日） 

 日本の運送会社、（株）東洋トランス（東洋埠頭（株）の子会社、国

際物流、コンテナ輸送）が沿海地方の冷蔵庫及び倉庫の設備更新プロ

ジェクトへの参加を予定していることを、同地方行政府広報室が 22

日に伝えている。 

 ワシーリー・ウソリツェフ第一副知事との面談で、東洋トランスの

高橋勲社長は、同社が既に 40 年余り貨物輸送に従事していることを

話した。 

東洋トランスは沿海地方などに生産活動の拡大・強化の将来性を見

出している。日本側は既に、市場調査を開始した。同社の代表団は既

に、ウラジオストクの複数の港を訪れており、ナホトカも訪れること

にしているという。

 

中国東北 

遼陽石化 

ロシア石油加工プロジェクト 

始動 

（遼寧日報 2 月 26 日） 

 

 中国石油遼陽石化支社（遼陽石化）からの情報によれば、ロシア原

油加工の最適化・効率向上のための改革プロジェクトの構想が始まり、

プロジェクトが正式に始動した。 

 このプロジェクトは総投資額が 57.8 億元で、操業開始後、遼陽石化

は毎年石油コークスを 40 万トン近く減少させ、ガソリン生産量を 204

万トンまで増やす予定で、精錬化学業務の全体的な最適化とロシア石

油資源の効率の高い利用を実現し、芳香族炭化水素やアルケン生産の

発展のために資源的な保証を提供する。プロジェクト構想の基礎は５

月末に完成し、９月に工事が開始する予定だ。 

 

吉林振興のための 

「長春新区総体方案」公布 

（吉林日報３月 12 日） 

 国家発展改革委員会は３月 11 日、「長春新区総体方案」を公布した。

方案は、2020 年までに、新区の立体交通網の完成、鉄道・海運の連絡

輸送による対外物流ルートの開通、公共サービス施設の段階的整備、

改革のイノベーションと開放協力の進展、イノベーション能力の向上、

革新型現代産業システムの確立を目指し、新しい吉林省振興を推進す

る重要な動力となる。 

 方案によれば、新区は長春市の主要都市部と近接しており、その主

要な部分は長春市の東北部で、長吉図（長春・吉林・図們江）開発開

放先導区の重要な構成部分でもある。長春市朝陽区・寛城区・二道区・

九台区の一部地域を含み、長春ハイテク産業開発区をカバーし、計画

面積は約 499 平方キロメートル。2014 年の常住人口は約 47 万人、

GRP は 930 億元、地方財政収入は 90.5 億元だ。 
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ハルビン・長春都市群の 

４大戦略の位置づけ 

国が明確化 

（黒龍江日報３月 12 日） 

 国家発展改革委員会は 11 日「哈長（ハルビン・長春）都市群発展

規画」を公布し、４つの戦略的な位置づけを明確にした。第１は東北

旧工業基地振興・発展の重要な成長スポット、第２は北方開放の重要

な門戸、第３は旧工業基地体制メカニズム革新先行区、第４はグリー

ン生態都市群である。 

 ハルビン・長春都市群規画の範囲には黒龍江省ハルビン市・大慶市・

チチハル市・綏化市・牡丹江市、吉林省長春市・吉林市・四平市・遼

源市・松原市・延辺朝鮮族自治州が含まれる。中心区は上記の市（州）

の主体機能が国家レベル、省レベルと位置づけられた重点開発区を主

として、その他の地域の発展を統一的に計画する。中心区の面積は約

5.11 万平方キロメートル、2015 年末の常住人口は約 2000 万人だ。 

 規画では、2020 年までに都市群全体の経済的な実力を上げ、機能が

整備され配置が合理的な城鎮システムや、都市・農村区域の協調発展

の場面をつくる。 

 

ハルビン総合保税区が 

国に承認される 

（黒龍江日報３月 16 日） 

 ハルビン市商務局からの情報によれば、国務院は正式にハルビン総

合保税区の設立同意に関する返答を通過させた。現在、保税区は急ピ

ッチで建設が進められており、年内には業務を開始する予定だ。 

 ハルビン総合保税区は香坊区東部に位置し、規画面積は 3.29 平方キ

ロ、東は四環路、南は香坊東西街、西は香河路、北は規画路に至り、

２期に分けて建設される。第１期の面積は 1.35 平方キロメートル、そ

のうち保税区内部の面積は 1.13 平方キロメートル。ハルビン総合保税

区規画は総合業務区・口岸作業区・保税加工区・保税物流区・商務付

帯区の「５大機能区」が配置される。 

その発展の位置づけは「１つのプラットフォーム、２つのセンター、

３つのグループ」と明確にされている。すなわち、機能やサービスが

整備されたハルビン外向型経済発展の新プラットフォームの構築。国

際鉄道コンテナステーション・道路港・空港を中心部分とした北東ア

ジアに波及する現代化物流センターと、対ロ経済貿易協力を主導とし

た北東アジアで最も特色のある国際商品展示取引センターの建設。設

備製造・バイオ医薬・自然食品等ハルビンの特色産業を基礎としたハ

イエンドな輸出入加工産業グループ、ロシアの特色資源製品の加工を

先導とした対ロ輸出入加工産業グループ、越境電子取引や融資・リー

ス・平行輸入・科学技術研究開発等を重点とした自由貿易区の発展に

関係する新型サービス産業グループの建設だ。 

 

琿春口岸通関センターが 

供用開始 

（吉林日報３月 29 日） 

 ３月 25 日、琿春国際協力モデル区の口岸通関センターが供用開始

された。このセンターは総合監督・管理、物流、倉庫・貯蔵、委託輸

送・積み替え、国際輸送代理が一体となった物流プラットフォームで、

１回の申告・１回の検査検疫・１回の通過許可の三つを１つに統合し

た総合的な検査モデルを全面的に実現する。これは、琿春が主体的に

国家の「一帯一路」の戦略を受け入れ、地域相互連携を推進して一段

と高めた成果だ。 
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  総投資額 3.4 億元の琿春国際協力モデル区の口岸通関センターは、

琿春国際物流パーク内にあり、敷地面積 15 万平方メートル、建築面

積９万平方メートル、総合検査場面積 10 万平方メートル、総合サー

ビスビルは 9000 平方メートルある。 

 現在、口岸通関センターには琿春税関・琿春出入国検査検疫局・口

岸管理事務室等が共同で検査する業務室や関係部門、および銀行・国

際貿易・物流等の各種企業が入っている。通関業務の審査許可および

国際貿易や海運サービスを提供し、琿春の４つの口岸の貨物の輸出入

および関係者の出入国を集約して、敏速、経済的、効率的に行う「ワ

ンストップサービス」を提供する。各口岸は通関センターの共同検査

部門が発行する貨物引取指令にしたがって貨物通行を許可する。 

 

ハルビン－綏芬河・ロシア－ 

アジア陸海複合一貫輸送 

通常営業へ 

（黒龍江日報３月 31 日） 

 ３月 30 日午後２時半、澄んだ汽笛の音とともに、ロシア鉄道機関

車が 104 個の標準コンテナを積んで、「ハルビン－綏芬河・ロシア－

アジア陸海複合一貫輸送」の貨物列車として綏芬河鉄道口岸から出発

した。この列車の順調な運行により、黒龍江省の「龍江シルクロード

帯」のロシアおよび日本・韓国への国境を越えた運行システムの枠組

みが基本的に完成し、物流で黒龍江省の経済貿易等産業の発展を促進

し、ロシア・日本・韓国との二国間・多国間協力を深め、北東アジア

市場への参入に役立つとともに、龍江経済の発展を促進することにな

る。 

 綏芬河陸海シルクロード国際物流有限公司の総経理によれば、今回

の 104 個のコンテナ貨物は木材や穀物が含まれ、主に綏芬河、穆リョ

ウおよび周辺地域の大型木材会社によるもので、ロシアのウラジオス

トク港に運ばれた後、船に積み替えられ、およそ６日後に韓国・釜山

港に到着する予定だ。今回の貨物輸送から、この路線は毎週運行の通

常営業を実現し、定期的に韓国に向けて貨物を輸送する。同時に供給

源の実際の状況に基づいて、運行回数を徐々に増やしていく予定だ。 

 定期列車・定期船輸送が通常化すれば、ハルビン－大連ルートに比

較して、ハルビン－綏芬河－ロシア極東港のルートのほうが距離が短

く、２～３日短縮することができ、韓国へは４日、日本ヘは５日が必

要なだけで、輸送コストも安くなる。これにより、ロシア・日本・韓

国および中国華東・華南等の企業をハルビン・牡丹江・綏芬河等の沿

線に引き付け、外向型産業帯を形成することになるだろう。 

 

中国、モンゴルの加工肉製品 

2.9 トンを初輸入 

（内蒙古日報４月１日） 

 ３月 31 日、内モンゴル自治区の出入国検査検疫局の情報によれば、

先頃、モンゴルの 2.9 トンの加工肉がエレンホト検査検疫局の第１次

検査に合格し、口岸から中国に入った。これは中国初のモンゴル加工

肉製品輸入となる。 

 2015 年 11 月 10 日、中国とモンゴルは『中国とモンゴル国との加

工牛・羊肉食品の輸出入の安全協力に関する備忘録』に調印し、同年

12 月 25 日、モンゴル国の加工牛・羊肉製品を輸入肉類製品許可リス

トに加え、国家品質検査総局が文書を発行し、モンゴル国の加工牛・

羊肉製品の国内市場参入を正式に許可した。 
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  中国は今年末までにモンゴルの加工牛・羊肉製品 100 トン前後を輸

入する見込み。モンゴルの畜産品資源は豊富で、中国市場の牛・羊肉

の製品への需要は大きく、モンゴルの牛・羊肉製品の輸入は中モ双方

に利益をもたらすだけでなく、中モ貿易を促進するための基礎を打ち

立てることになる。 

 

内モンゴル自治区、 

「蒙連欧」国際貨物輸送列車 

開通 

（内モンゴル日報４月 10 日） 

 ４月８日、エレンホト市政府、フフホト鉄道局、内モンゴル交通投

資有限責任公司がフフホト市で「蒙連欧」（内モンゴル－エレンホト－

ヨーロッパ）国際貨物輸送列車開設協力の調印式を行なった。式典に

は符太増・自治区共産党委員会常務委員兼自治区副主席が出席した。 

 この列車はエレンホト口岸を出国して、モンゴル、ロシアを通過し、

ヨーロッパに到着する。主に専用列車形式でフフホト、包頭、オルド

ス、ウランチャブからの自動車部品、鋼鉄製品、軽工業・日用品等の

貨物を運ぶ。復路は、国内外の市場の需給状況にもとづき、ロシアの

木材や化学肥料、ドイツの機械部品や北欧諸国の包装材料等の貨物を

輸送する。列車はエレンホトを出国して、10 日でモスクワ、12 日で

ヨーロッパに到着し、輸送時間を海運より 20 日短縮することができ、

輸送効率の向上、コストの削減となる。初回の列車は近く運行開始さ

れ、年内で少なくとも 20 便運行する。 

 

ハルビン－サンクトペテルブルク線 

就航 

（黒龍江日報４月 18 日） 

  ロシア・ウラル航空は４月 17 日、エカテリンブルク経由のハルビ

ン－サンクトペテルブルク線を開設した。ハルビン－サンクトペテル

ブルク線の就航によって、ハルビン空港で発着するロシア線の数は 11

本になった。 

  関係筋によると、ハルビン－サンクトペテルブルク線の機材はロシ

ア・ウラル航空会社のエアバス A320 型機を使用し、便名は U6755/6、

毎週土曜に運航する。サンクトペテルブルク線の就航に伴い、ハルビ

ン空港はロシアのモスクワ、エカテリンブルク、ノボシビルスク、ク

ラスノヤルスク、イルクーツク、ヤクーツク、ユジノサハリンスク、

ハバロフスク、ウラジオストク、チタの 11 都市への就航を実現し、

週 20 便が運航されている。 

 

中欧列車、貨物満載で往復達成 

（遼寧日報４月 20 日） 

 先頃、貨物を満載した初の「営満欧（営口－満洲里－ヨーロッパ）」

復路列車「新東方快速列車」がロシアのノヴォシビリスクを出発し、

満洲里口岸を経て入国し、営口港に到着した。「営満欧」列車はもう二

度と空の復路列車にはならないだろう。 

 この復路列車は、木製品を積んだ 45 個の 40 フィートコンテナを満

載し、営口港を集散センターとして鲅魚圏口岸を通関した後、海運で

それぞれ天津・上海・広州に運ばれる。復路列車は１コンテナあたり

の輸送費用を 500 ドル前後削減することができ、「営満欧」列車のロ

シア中東部地域の大口貨物の集荷力を高め、「営満欧」列車ルートの貨

物輸送量や全ルートの物流市場における競争力をレベルアップさせて

いる。 

 現在、遼寧省の中欧列車は「営満欧」「瀋満欧」（瀋陽－満洲里－ヨ 
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 ーロッパ）「盤満欧」（盤錦－満洲里－ヨーロッパ）「遼満欧」（大連－

満洲里－ヨーロッパ）「遼新欧」（大連－新疆－ヨーロッパ）の６路線

が開通しており、全国各省市の中で一番多い。今年第１四半期、遼寧

省出入国検査検疫局は合計 34 列車、1369 個の標準コンテナ、金額ベ

ースで 6.9 億ドルを検査した。 

 

黒龍江綏芬河－東寧重点開発 

開放試験区、国務院により承認 

（黒龍江日報４月 28 日） 

 黒龍江省東寧市の関係筋によれば、先頃、国務院が黒龍江綏芬河－

東寧重点開発開放試験区の設立を承認した。この試験区は国の６番目

の重点開発開放試験区で、東北三省では初めて。財政移転やインフラ

建設、産業プロジェクト推進、口岸の通関利便化、組織人員配置など、

多くの優遇措置を獲得できることになる。これは牡丹江市が推進する

「一帯一路」建設と「龍江シルクロード帯」建設の重要な成果の一つ

で、牡丹江が全面的な開放を実現する重大な一歩となる。 

 国務院としては、試験区の建設により国境地域開発・開放の歩みを

速め、中国の全方位の対外開放を整備する重要な措置であり、中ロの

全面的な戦略的協力パートナーシップを深め、中国と北東アジア周辺

諸国との経済貿易と実務協力を拡大し、東北旧工業基地の振興を促進

し、国境地域の安定的な発展を実現すると強調している。 

 

モンゴル 

対ロシア債務完済 

（UP Post３月２日） 

 

 サイハンビレグ首相は２月 29 日、イスカンデル・アジゾフ駐モン

ゴル国ロシア大使を迎え、モンゴルの対ロシア債務 382 万 2515 ドル

の支払い確認書を手渡した。サイハンビレグ首相はこの会談で、「我々

は２月に対ロシア債務の残金を返済した。これを受けて、モンゴル銀

行からロシア財務省への 383 万 2515 ドルの送金レシートを渡す」と

述べた。この日は両国の関係における歴史的出来事だと首相は強調。

首相は会談の終わりに、モンゴルの債務免除に係った担当者らに謝辞

を述べた。 

 アジゾフ大使は、「モンゴルの旧ソビエト連邦、現ロシア連邦に対す

る債務全額が今、完済された。二国間金融・経済関係を拡大するため

の新しいチャンスが今、開けている」と述べ、国際金融市場への新た

な入り口がモンゴルに開かれたことを強調した。

 

タバントルゴイ火力発電 

プロジェクトを丸紅が受注 

（UB Post３月２日） 

 モンゴル国政府ウェブサイトによれば、丸紅がタバントルゴイ火力

発電所プロジェクトを受注した。タバントルゴイ火力発電所プロジェ

クト委員会は２月 28 日に会し、火力発電所に投資するために丸紅を

選んだ。選定プロセスは Deloitte auditing firm によって監視された。 

 発電所は世界最大規模のコークス炭と火力発電用石炭を埋蔵するタ

バントルゴイ炭鉱（ウムヌゴビ県）の近くに建設される。発電所はタ

バントルゴイ産出の石炭を使う見込みだ。タバントルゴイの推定埋蔵

量は 64 億トン、うち４分の１が高品質のコークス炭だ。炭鉱は６鉱

区（ツァンキ、ウハーフダグ、ボルトルゴイ、ボルテグ、南西鉱区、

東鉱区）に分けられる。最大のツァンキ鉱区は東ツァンキと西ツァン

キに分けられる。 
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 タバントルゴイ炭鉱は、モンゴル・マイニング社が採掘するウハー

フダグ鉱区を除き、エルデネス・モンゴル社を介して国が所有してい

る。エルデネス・タバントルゴイ社はエルデネス・モンゴル社の子会

社で、東ツァンキ鉱区の開発を管理・運営している。 

 

ソ連時代からの発電事業が完遂 

（UB Post３月 30 日） 

 エルデネト市で３月 30 日、エルデネト火力発電所（ETPP）の拡張

工事の起工式が行われた。このプロジェクトで 50 メガワットのター

ビン発電装置を設置する。 

 ETPP を建設するためにモンゴル国政府とソ連政府は 1983 年、政府

間協定を締結した。今回の設備更新は、最初の釜とタービンが発注さ

れて以来、約 30 余年ぶりとなる。 

 発電所拡張工事のフィジビリティ・スタディーは、チェコ政府が資

金提供し、チェコのグランデラ社が遂行し、結果を ETPP に提出した。

拡張工事の費用総額は 5300 万ドルで、プロジェクトは中国政府から

の譲許的融資を使って完遂され、モンゴル開発銀行、チンギス・ボン

ドからも資金調達する。 

中国の Hunan Industrial Equipment Installation 社が建設業者に選

ばれた。同社はこれまでに、第３火力発電所の拡張工事を行った。ETPP

の拡張は１年以内に終了すると会社側は話した。 

 

アジア開銀が炭鉱事業に 

資金を提供 

（news.mn４月４日） 

 エルデネス・モンゴル社とアジア開発銀行（ADB）は１日、3500

万ドルの貸付契約書に署名した。この資金はエルデネス・モンゴル社

の３子会社（エルデネス・タバントルゴイ、バガヌール、シベオボ）

の事業に使われる。プロジェクトにしたがい、子会社の支援にプライ

オリティーが置かれる。2016～2024 年に２兆トゥグルグが天然資源

の探鉱に使われる。このうち、租税 8250 億トゥグルグ、配当金 5180

億トゥグルグは国に支払われる。ADB は過去 25 年にわたり、モンゴ

ルに貸付を行ってきた。20 億ドルが提供され、提供先は主に交通・運

輸部門となっている。 

 

日本の大学と人工衛星を 

打ち上げる 

（モンゴル・ナウ４月８日） 

 日本の九州工業大学の推進する Birds プロジェクトの枠内で、モン

ゴルは来年、JAXA の日本製打上げ用ロケットを使って初めての人工

衛星を打ち上げる。モンゴルの人工衛星は 400 キロ上空から 100 メー

トル精度で、大気と宇宙線の密度を撮影して無線で送る。 

 このプロジェクトの費用は 22 万 5000 ドルで、12 万 5000 ドルは国

際協力機構（JICA）が地上ステーション建設費として支援する。残り

の金額は人工衛星打ち上げ費用で、モンゴル側が負担することになっ

ている。不足分のうち５万ドルについては、モンゴル国立大学の予算

を使い、残りは国内外から寄付金を募ることにしている。 

 九州工業大学ではこのプロジェクトに参加するモンゴル人学生たち

が学んでいる。 
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モンゴルの養蜂業には 

振興策が必要 

（news.mn４月 28 日） 

 モンゴルではここ２年余り養蜂と蜂蜜の生産の回復が見られる。モ

ンゴル人養蜂家のシジルトゥヤさんは「最もオーガニックでおいしい

蜂蜜はモンゴル産だ。それは標高 1000メートルの場所で生産される。

諸外国はモンゴル産蜂蜜の購入に関心を示している。ところが、モン

ゴルは昔から蜂蜜を輸入している。国は蜂蜜の関税を上げるべきだ」

と言う。シジルトゥヤさんは養蜂場「アグラ・ガンガト」を経営して

おり、昨年の生産量は 10～15 トン、このうち 300 キロが日本に輸出

された。 

モンゴルは現在、年間の蜂蜜の需要の 90％（130～150 トン）を輸

入している。国内の養蜂家の年間の蜂蜜の生産量は概算で 100トンだ。

素晴らしい蜂蜜が生産されている多くの国々が「市場向けの巣箱」問

題（びん詰、ラベル貼り、輸送、マーケティング）を抱えている。 

 

◆列島ビジネス前線◆ 

北海道 

極東サハ共和国で道内商社 

（北海道新聞３月３日） 

 

 ロシア極東との貿易を手掛ける地域商社「北海道総合商事」（札幌）

が、極東北部に広がるサハ共和国の首都ヤクーツク市と協力し、同市

で温室を使った野菜栽培事業に乗り出す。両者は４日に合意書に調印。

道内の寒冷地農業のノウハウを生かし、今夏にもリーフレタスの試験

栽培を始める。同社は、将来的に大量生産につなげ、農業資材の輸出

を増やしたい考えだ。 

 

新千歳の中ロ機発着制限 

10 月 30 日から緩和 

（北海道新聞４月 23 日） 

 国土交通省新千歳空港事務所は 22 日、旧共産圏の中国、ロシアな

どの航空機に対する発着制限の緩和について、今年の冬ダイヤが始ま

る 10 月 30 日から実施すると正式発表した。制限緩和後は、①月～木

曜日の正午～午後５時②金曜日の正午以降③土、日の終日－と毎日就

航できるようになる。 

 

青森県 

中国に弘前売り込み 

武漢と友好再協定 

杭州で観光 PR 

（東奥日報３月 18 日） 

 

弘前市は 23～27 日、葛西憲之市長や経済・観光関係者らで構成す

るミッション団を中国内陸部の武漢市と沿岸部の杭州市に派遣する。

桜の技術支援を通して交流のある武漢市とは「友好関係協議に関する

協定」を再締結。杭州市では青森、函館両空港と同市を結ぶ国際定期

便就航の動きを受け、観光客誘致へ向けたトップセールスを行う。 

武漢市では、1997 年にみちのく銀行の駐在員事務所開設（06 年閉

鎖）を機に、同行の故大道寺小三郎会長らが同市を世界的な桜の名所

にしようと「東湖桜花園」を整備。弘前市は武漢市と 03 年に友好協

定を結んだが、旧岩木町、旧相馬村との合併により失効していた。新

協定では両市が協力し、将来的に世界各地の桜の名所との関係構築を

目指すなど桜を通した交流のほか、観光や経済の分野でも協力体制を

築く内容となる見込み。
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リンゴ輸出３万トン突破 

２年連続、最多ペース 

（東奥日報３月 31 日） 

2015 年産のリンゴ輸出量が、15 年９月から 16 年２月までの累計で

３万 1393 トンとなり、２年連続で３万トンを突破したことが、財務

省が 30 日公表した２月の貿易統計で分かった。主力の台湾をはじめ

香港、中国、東南アジアなど各国・地域で前年を上回る輸出量となり、

過去最多だった前年度を上回るペースでの大台達成となった。 

国・地域別では、主力の台湾が２万 4882 トン（前年同期比 12％増）。

香港 4564 トン（同 35％増）、中国 1351 トン（同 107％増）などが続

いた。 

 

海外誘客誘致へ連携 

青函４市長観光都市会議 

（東奥日報４月５日） 

青森、弘前、八戸、函館の４市でつくる「青函圏観光都市会議」（事

務局・函館市）は４日、2016 年度事業として青函圏への訪日外国人の

誘客促進に連携して取り組むことを決めた。函館空港に定期便を開設

している台湾の航空会社関係者を招き、４市を１泊ずつ巡る視察旅行

を５月中旬に実施するほか、中国・台湾向けの周遊ガイドブックを作

成。北海道新幹線開業で道南と本州が結ばれたことを PR し、青函周

遊旅行を積極的に提案していく。 

函館市の外国人宿泊数は、2014 年度は約 35 万人で、15 年度は集計

中だが 45 万人程度に増える見込み。一方、本県は年間約 11 万人（15

年）となっている。 

 

秋田県 

輸出酒向け新酵母開発 

長期常温保存可能に 

（秋田魁新報３月２日） 

 

県総合食品研究センター醸造試験場は１日、県酒造組合の協力を得

て主に輸出用の純米・吟醸酒向けに開発した新酵母「AKITA 雪国酵母」

を発表した。長期常温保存に耐えられる日本酒を醸す性質を持つこと

から、県産酒の輸出拡大に弾みがつくことが期待される。 

新酵母で造った日本酒は、リンゴやメロンのようなフレッシュで華

やかな香りが特長。従来の酵母で造った日本酒に比べ、時間がたって

も風味が変化しにくくなった。新酵母の名称「AKITA 雪国酵母」は、

醸造試験関係者らが応募した 104 点の中から、県のイメージアップ戦

略のアドバイザーを務める梅原真さん（高知県）が本県の風土を世界

にアピールできる名前として選んだ。 

 

大韓航空、秋田支店解約へ交渉 

 ソウル便再開に影響か 

（秋田魁新報４月 16 日） 

大韓航空秋田支店の業務を管轄する青森市の青森支店が、秋田市の

秋田空港ターミナルビルと事務所の賃貸借契約の解除に向けて交渉し

ていることが 15 日、分かった。青森支店が先月 30 日、同社に解約の

意思を伝えた。早ければ秋口にも解約が成立する可能性もある。運休

中の秋田－ソウル便の再開にも影響しそうだ。 

県は大韓航空の運航実績に応じて施設使用料を一部負担しており、

運航再開を見越し、16 年度一般会計当初予算に関連経費 3294 万円を

計上している。 
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山形県 

酒田港の岸壁延伸 

国交省 16 年度調査費予算 

（山形新聞４月 10 日） 

 

本県唯一の重要港湾・酒田港のコンテナ取り扱い貨物量と国際コン

テナ航路便数が急増していることを受け、国土交通省が 2016 年度予

算に、岸壁の延伸に向けた調査、設計事業費を計上したことが９日分

かった。 

同省によると、酒田港の輸出入のコンテナ取り扱い貨物量（空コン

テナを含む）は 2014 年が前年比 84％増、15 年（速報）が 57％増と、

いずれも全国一の増加率になっている。国際定期コンテナ船２隻同時

着岸に対応するため、既存岸壁の西側への延伸を検討する事業で、事

業費は 3800 万円。

 

新潟県 

ハルビン線、週３往復に減 

成田線就航が影響 

（新潟日報３月 24 日） 

 

  週に５往復している新潟空港発着の中国・ハルビン線が、27 日から

週３往復に減便されることが 23 日、分かった。運航する中国南方航

空によると、観光需要が落ち込む時期に入ることや、同社が成田線を

就航させた影響という。 

  月、木曜をなくし、水、金、日曜の往復便に絞る。週３往復運航の

期間について、中国南方航空新潟支店の小笠原千鶴支店長は「少なく

とも 10 月 29 日までは週３往復の予定」としている。ハルビン線は昨

年同時期は週４往復だった。従来の中国人帰省客に加え、訪日観光客

が増加したことから７月に６往復に増便。９月には就航後初めて週７

往復の毎日運航になったが、10 月下旬から５往復に減便した。

 

輸出用コメ産地育成 

「あきだわら」５カ所に実証田 

（新潟日報４月５日） 

  県内の地域農協などでつくる本県 JA グループは、低価格で収穫量

の多い品種「あきだわら」の輸出に向けて本年度から栽培に乗り出す。

初年度は 50 トン程度が目標。コシヒカリよりも安い価格帯のコメ生

産を JA グループとして手掛けることで、外国産米と価格面で競争で

きる力を高め、本県農家の所得向上につなげたい考えだ。 

  環太平洋連携協定（TPP）の発効をにらみ、全国農業協同組合連合

会（JA 全農）が輸出用米の産地育成に乗り出す方針を決めたのを受け

た対応。あきだわらは、コシに比べ収穫量が１～３割程度多い。JA 全

農は、宮城や福島などの米どころとともに、本県を育成産地の一つに

選んだ。 

 

ロシア経済の情報誌発行 

JSN、新潟で事業再開へ 

（新潟日報４月 12 日） 

  極東などロシアの経済に関する情報誌を発行する JSN は５月から、

６年ぶりに新潟本社（新潟市中央区）でのビジネス支援事業を再開す

る。ロシアとのビジネスに乗り出す県内企業の増加を見込み、県内で

の事業を強化する。 

  JSN は 1993 年、田代雅章社長が新潟市中央区に設立。ソ連崩壊後

の極東について日本語で発信する週刊情報誌「ボストーク通信」を行

政や企業向けに発行してきた。2010 年、官公庁や企業が集中する東京

に支社を開設し、新潟本社の事務所を閉鎖していた。新潟本社での事

業再開は、新潟港とザルビノ、ウラジオストクを結ぶ県の日本海横断

フェリー計画の実現を見据えて決めた。 
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企業の海外展開一貫支援 

第四銀行、今月スタート 

（新潟日報４月 14 日） 

第四銀行（新潟市中央区）は、企業の海外展開を一貫して支援する

サービス「グローバル市場開拓チャレンジプログラム」を今月スター

トさせた。環太平洋連携協定（TPP）の発効を見据えての取り組み。 

TPP 承認案や関連法案の今国会での承認、成立は先送りになる見通

しだが、海外展開の準備には時間を要するため第四銀は現段階から支

援を開始。企業の海外展開への準備から取引開始までのサービスを一

貫して提供し、コンサルティングや資金の需要開拓につなげていく考

えだ。 

 

直江津港 

日通が輸出混載サービス開始 

（新潟日報４月 15 日） 

日本通運（東京）は本県など上信越地域の製造業者を収容ターゲッ

トに、上越市の直江津港から海外へ向け、コンテナ１個分に満たない

小規模の貨物を他の顧客の荷物とまとめて詰め込み発送する輸出混載

サービスを今月から始めた。京浜港など遠方の大型港から積み出す場

合と比べて輸送経費が抑えられ、出荷から船積みまでの時間も短縮で

きる。環太平洋連携協定（TPP）の発効も見据え、海外進出を狙う中

小企業の需要も取り込みたい考えだ。 

コンテナの混載輸送は LCC サービスと呼ばれ、日通は既に新潟港

では導入している。船便は週１回で、毎週土曜に直江津港を出港し火

曜に釜山港へ到着する。 

 

ツインバード 

国内製造３割へ拡大 

（新潟日報４月 21 日） 

 ツインバード工業（燕市）は、2017 年２月期中にも国内製造比率を

現在より 10 ポイント高い 30％に引き上げる。国内生産の強化で為替

変動の影響を受けにくい体質づくりを進める。国内では高付加価値の

製品を中心に製造し、訪日外国人旅行客の需要の取り込みや輸出拡大

も狙う。 

 同社は、コスト削減を狙って 1990年代から中国に生産拠点を移し、

製品を逆輸入して販売してきた。国内比率は 13 年度に約５％まで下

がったが、為替変動の影響を大きく受けるようになった。その後、新

規に受注した相手先ブランドによる生産（OEM）を中心に国内に戻し、

16 年２月期には約 20％に達した。 

 

外国人の操業要件緩和 

特区認定、６カ月まで在留可能 

（新潟日報４月 21 日） 

新潟市は今月、外国人が市内で操業する際、資本金の用意や事務所

の確保などが住んでいなくても６カ月まで日本に在留できるようにす

る、入管法の特例の申請受け付けを始めた。市内での企業を促し、ビ

ジネスの振興や雇用の増加につなげることを目指す。 

新潟市が 2015 年 11 月、国家戦略特区で外国人の創業活動について

の規制緩和が認定され、特例が可能になった。市国際課によると、同

様の特例を認めるのは、福岡市、東京都に次いで全国で３例目。新潟

市や市産業振興財団（IPC 財団）は、ビジネスプランの作成などを支

援する。 
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モンゴルと交流に力 

弥彦村など友好協会設立 

（新潟日報４月 29 日） 

村を挙げてモンゴルとの絆を強めようと、弥彦村や村商工会、観光

協会などは 28 日、弥彦モンゴル友好協会を発足させた。村とモンゴ

ル・エルデネ村との友好都市関係の締結などを目指し、交流イベント

などに協力していく。 

弥彦村は、弥彦神社の土俵を活用し、相撲によるまちおこしに取り

組む。大相撲伊勢ケ浜部屋とは、伊勢ケ浜親方を村観光大使に任命す

るなど親交を深める。同部屋の横綱日馬富士と大関照ノ富士がモンゴ

ル出身であるため、村は昨年からモンゴルとの交流にも力を入れ始め

た。 

 

富山県 

県内に医薬品機構支部 

アジア向け研修所開設 

（北日本新聞３月 23 日） 

 

政府は 22 日、国機関の地方移転に関する基本方針を決定した。富

山県内では医薬品医療機器総合機構（東京）の支部を富山市内に設け、

「アジア医薬品・医療機器トレーニングセンター」の研修所を開設す

る。 

薬品医療機器総合機構の支部内に設ける研修所では、アジア各国の

規制当局担当者が、GMP（医療品製造に関する品質管理基準）調査に

ついて学ぶ。支部は既存の建物を活用することを検討しており、当初

は年１回程度、講師を含め 20 人ほどが県内での研修に参加する見通

し。県は支部の運営や研修を支援する。 

 

台湾・中国にショールーム 

能作・ジェック 

経営コンサルタント 

（北日本新聞４月５日） 

鋳物メーカーの能作（高岡市、能作克治社長）は、アジアでの販路

開拓を本格化する。各国に現地事務所を展開するジェック経営コンサ

ルタント（富山市、山瀬孝社長）が代理店となり、台湾や中国で専門

ショールームを開設したほか、タイでの国際見本市にも出展する。 

能作はイタリア・ミラノで直営店を運営し、欧米や中国でも商品販

売を行っているが、自社製品を専門に取り扱う代理店は初めて。ジェ

ック経営コンサルタントは、今後事務所開設を目指すベトナムやイン

ドネシアでも、能作の販路開拓を支援する。能作はアジア地域で年間

売上高１億円を目指す。 

 

救急薬品工業 

韓国向けフィルム剤生産 

（北日本新聞４月 23 日） 

救急薬品工業（射水市、稲田裕彦社長）は、韓国市場向けにアルツ

ハイマー型認知症（AD）治療用の口腔内フィルム剤の生産を本格化し

た。大手医薬品メーカーを通じて輸出し、初年度は約１千万円の売り

上げを見込む。フィルム剤の輸出は同社では初めて。将来はアジア市

場開拓の足掛かりとする。 

AD 治療薬は錠剤や粉剤など複数の種類があるが、患者に高齢者が

多いことから服用や携帯に便利なフィルム剤のニーズは高い。同社は、

将来的に韓国で４千万～５千万円の売り上げを見込む。 

 

石川県 

県とイ州、深まる友好 

協定 50 年、協会が現地訪問 

（北陸中日新聞４月 13 日）

 

県とロシア・イルクーツク州との友好交流協定の締結から 50 年の

節目に合わせ、県ロシア協会の訪問団が５～９日の日程でイ州を訪れ

た。団長を務めた中村勲会長の一行がセルゲイ・レフチェンコ州知事 
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 らと懇談し、友好交流の発展を確認した。 

訪問団は中村会長のほか、県議会や県の関係者、協会事務局など計

12 人。協会によると、州知事はこれまでの交流の歴史に理解を示し、

10 月ごろにセルゲイ・ブリールカ州議長とともに石川を訪問する予定

を明らかにした。州議長とは、州議会と県議会の友好協定締結に向け

て正式に調整する方針で合意した。 

 

福井県 

好調中国事業伸ばす 

女性衣料販売アイジーエー 

（福井新聞３月 10 日） 

 

 女性カジュアルファッションブランド「axes femme（アクシーズ

ファム）」を国内外で 137 店舗展開するアイジーエー（本社越前市、

五十嵐昭順社長）は９日、同市内のホテルで全社員大会を開いた。五

十嵐社長は 2017 年２月期の売上高について前年比４％増の 148 億円

を目標に掲げ、特に好調な中国事業とネット販売を伸ばしていく方針

を示した。 

 売上高目標のうち、国内店舗はほぼ横ばいの 119 億９千万円とした

一方で、中国事業は前年比 66％増の５億５千万円、ネット販売は同

23％増の 14 億７千万円とした。同社は 13 年に上海進出を果たし、昨

年は寧波市と常州市にも出店。ことし１月には蘇州市にできたイオン

モールに出店し、中国は６店舗体制になった。 

 

福井の食、輸出増へ一丸 

県や経済団体「センター」設立 

（福井新聞４月 26 日） 

県産食品の輸出拡大へ県、経済団体、漁業団体などが一体で取り組

もうと「ふくい食輸出サポートセンター」が 25 日設立された。今秋

にシンガポールと香港で、本県の食材を使った料理や酒、伝統工芸品

を富裕層にアピールする「福井の食文化提案会」を初開催する。県内

事業者の海外展開促進を図るセミナーなども実施。アジア市場を中心

に県産食品の販路拡大を図るとともに、観光誘客にもつなげる。 

センターは JA 県経済連、県漁連、県商工会議所連合会、県商工会

連合会、県酒造組合、日本貿易振興機構（ジェトロ）福井貿易情報セ

ンター、県の７団体で構成。県産品輸出を支援する「ふくい貿易促進

機構」内に設立され、食の分野で売り込みを担う。 

 

鳥取県 

ソウル便 LCC 化 

鳥取県は共同運航要望 

（山陰中央新報４月４日） 

 

アシアナ航空を傘下に入れる韓国の錦湖アシアナグループが、今秋

運航を始める格安航空会社（LCC）「エアソウル」への米子－ソウル

便の移管を検討していることが３日分かった。アシアナの経営効率化

が理由だが、円安で落ち込む日本人客の利用を、低価格の運賃で掘り

起こしたいとの思惑がにじむ。鳥取県側は、米子便は韓国の富裕層の

利用が多い点を挙げ、LCC 化の場合はアシアナとの共同運航で、サー

ビスの維持などを求める考えだ。 

アシアナにとってエアソウルは、エアプサンに次ぐ２社目の LCC

となる。関係者によると、国内の LCC 化は成田、羽田、関西、名古

屋といった高収益の大都市路線以外は全て対象になっているという。 
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島根県 

外国人客、最多 11 万人 

島根県東部と石見銀山 

（山陰中央新報３月 11 日） 

 

 2015 年に島根県東部と大田市の石見銀山地区の主要観光地を訪れ

た外国人客数が過去最多になったことが、しまね国際観光推進協議会

（会長・松浦正敬松江市長）の調査で分かった。円安で韓国人客数が

好調だった国際定期航空路線・米子－ソウル便や、境港で相次いだ大

型クルーズ客船の寄港効果が波及し、前年比 53.7％増の 11 万 5275

人に上った。 

 調査対象は、外国人に対する割引制度を適用するなどして国籍が把

握できる施設で、県東部は松江城や県立古代出雲歴史博物館など 19

施設、石見銀山知己は４施設。国・地域別に見ると、トップは前年に

続き韓国で４万 6358 人。前年比 107.9％増えた。 

 

山陰 

山陰 DMO が発足 

外国人観光客誘致へ始動 

（山陰中央新報４月 23 日） 

 

訪日外国人旅行客の誘致促進に取り組む、山陰版 DMO（観光地域

づくり法人）「山陰インバウンド機構」が 22 日、発足した。東京五輪・

パラリンピックが開かれる 2020 年までに山陰両県で外国人の年間宿

泊者数（延べ人数）を 25 万人とする目標を設定。世界に通用する「山

陰ブランド」の確立に向け、周遊ルートの設定や海外プロモーション

事業の強化に乗り出す。 

同機構は島根、鳥取両県のほか、金融、交通、旅行会社など計 16

団体で構成。外国人客の誘致に向けた観光戦略の司令塔の役割を担う。 

 

九州 

外国人就労 最多２万 6323 人 

（西日本新聞３月２日） 

 

 福岡労働局は１日、県内の外国人労働者数（2015 年 10 月末時点）

は２万 6323 人で、８年連続で過去最多を更新したと発表した。前年

同期比 32.7％増で、西日本新聞がまとめた都道府県別の伸び率では沖

縄に次いで全国２位だった。「留学」の在留資格で来日し、就労するネ

パール人やベトナム人の増加や、急増する訪日中国人客に対応するた

め、ホテルや小売業などで中国人の雇用が伸びていることも背景にあ

る。 

 

九州入国者 400 万人突破 

（西日本新聞３月２日） 

 福岡入国管理局は１日、九州・沖縄地区における昨年の外国人入国

者が 417 万人となり、初めて 400 万人を突破したと発表した。「訪日

中国人客による爆買いや円安、ビザの緩和措置が背景にあるとしてい

る。 

 入管によると、クルーズ船の乗客を対象に上陸手続きを簡素化した

「船舶観光上陸許可」が昨年１月に導入され、これを利用して 103 万

５千人が入国。クルーズ船を除く空路や定期船で訪れた「一般上陸許

可」の外国人は、前年比 40％増の 313 万５千人だった。 

 

国際医療センター開設 

（西日本新聞４月２日） 

 福岡市立こども病院（東区）は１日、院内に国際医療支援センター

を開設した。市内に住む外国人が増加していることを受け、外国語対

応を強化するのが狙い。病院職員向けの英語研修開くほか、各診療科

の要請に応じて民間の通訳サービスを提供する。 
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  市内に住む外国人は２万 9885 人（２月末）で、10 年前に比べ約１

万人増えた。同院によると、年間約 100～200 人の外国人の子供が受

信するが、外国語対応は「現場任せ」なのが実情だったという。セン

ターは英語に精通した各部門の医師や看護師など計 36 人が兼任で所

属。原寿郎院長は「国際都市として外国人が安心して医療を受けられ

る体制を整備したい」と話した。 

 

簡易健康検査装置 

上海で実証実験へ 

（西日本新聞４月 12 日） 

 九州大システム LSI 研究センター（福岡市西区）などが今月末から、

病院の受診要否を判断するための健康検査ボックス「ヘルスキオスク」

を使った実証実験を中国上海市で始める。高齢化を背景とした医師不

足を情報通信技術（ICT）で補い、市民の健康維持や病気予防に役立て

る。 

 九大は上海交通大公衆衛生院などと１月から共同研究を始めた。そ

の一環となる実証実験は、上海市天山路街道社区の診療所と市民が参

加して行う。同診療所に１年間、ヘルスキオスクを設置する予定で、

最終的に１万人の参加を見込んでいる。 

 

 

◆セミナー報告◆ 

ERINA 新代表理事就任記念講演会 

 

 

 

 

テーマ：世界経済の展望と北東アジア 

日 時：平成 28 年４月 19 日 

場 所：メディアシップ２階「日報ホール」 

講 師：（公財）環日本海経済研究所（ERINA） 

代表理事・所長 河合正弘 

 

４月１日から ERINA の代表理事兼所長を拝命しました。本日は、あ

る意味でお披露目であり、私自身が世界経済、北東アジア経済、日本

経済の現状と課題についてどう考えているかを皆様にお伝えし、

ERINAがこれからどのような活動を行っていくべきかを理解していた

だくために、代表理事就任の講演会を開催させていただくことになり

ました。よろしくお願いいたします。

 

１．はじめに  2008 年に世界金融危機の深まりを受けてリーマンショックが起き、

世界経済は大きく落ち込み、そこから８年かけて次第に回復してきま

した。しかし、この回復はまだ力強さに欠けています。アメリカ発の

世界金融危機が欧州に伝播し、日本経済も大きな影響を受ける中で、

新興国経済が世界経済回復の牽引役を務めてきました。ところが 2014

年後半以降、新興国経済は成長減速の局面に入っています。特に高成

長を遂げていた中国経済が、依然として相対的に高い成長を維持しつ

つも、次第に減速しつつあります。そのため、原油価格など資源価格

が国際的に下がってきています。2016 年に入り、欧米経済はまだ完全 
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 に立ち直っておらず、新興国経済もリーマンショック直後のような世

界経済の成長エンジンにはなれないという状況です。そうした中で、

日本はどのように成長を回復していくべきなのか、北東アジアの将来

をどのように展望すべきか、日本と北東アジアはどのような経済関係

を築いていくべきか考えてみたいと思います。 

 まず、最初に、新潟関連のデータを示させていただきます。 

 図１は、新潟県内の税関を通った通関額（輸出あるいは輸入の額）

を示したものです。ここからわかるのは、新潟県では通関額のうち輸

入が非常に大きく、輸出は比較的少ないことです。貿易相手国として

は、輸出面で中国、次いで中国・韓国以外のアジア（とくにタイ、マ

レーシア、ベトナムなど ASEAN 諸国）が重要であり、輸入面では中

東（原油の輸入）、次いで大洋州とくにオーストラリア（資源の輸入）

が重要です。おそらく新潟県だけで消費する以上の製品や原油・資源

を輸入しているものと思われます。 

 

図１：新潟県内の税関通関額：貿易相手国・地域別推移 

輸出額（十億円）    輸入額（十億円） 

 

データ出所: 財務省「貿易統計」より作成。 

 

 同じようなデータですが、図２は新潟県内企業（新潟県内に本社が

ある企業、または本社は県外だが工場や支店などが県内にある企業）

の貿易額について、輸出・輸入を示したものです。この貿易額は県内

企業に対するアンケート調査の集計によるもので、貿易実績を反映し

たものではありませんが、おおまかなトレンドはつかむことができま

す。ここからも輸出額よりも輸入額の方が大きいことが確認できます。

これを図１と比べると、企業の輸出額の方が通関額より大きく、新潟

県内企業の中には、新潟県の港や空港を使わないで輸出している企業

がかなりあるということです。主要な貿易相手国は、輸出では中国、

次いで中国・韓国以外のアジアとなっています。輸入では、中国・韓

国以外のアジア、次いで中東、大洋州、中国が主要な相手国です。新

潟県内企業は主に中国などアジア諸国や中東・大洋州の資源輸出国と

貿易取引を行っているということです。 
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 図２：新潟県内企業の貿易額：貿易相手国・地域別推移 

輸出額（十億円）     輸入額（十億円） 

  

注：データは新潟県内企業に対するアンケート調査の集計によるもので、貿易実績を反

映しない。県内企業とは、新潟県内に本社がある企業、または本社が県外にある場合は、

工場や支店などが新潟県内にある企業。  

データ出所：新潟県「新潟県輸出入状況・海外進出状況調査」各年次版より作成。 

新潟県に本社がある企業の海外進出先は図３に示されています。進

出先として最も多いのが中国、次いで中国・韓国以外のアジアです。

とくに進出件数でみると、近年は中国・韓国以外のアジアへの進出が

拡大しています。新潟県の企業や経済とアジアとの関わりが深まって

きているということかと思います。 

 

図３：新潟県内に本社がある企業の海外進出状況：進出先国・地域別推移 

進出件数    進出先企業数 

  

注：新潟県内に本社がある企業の進出件数。進出とは、現地法人の設立（100%日本側出

資・合弁）、支店、営業所、連絡事務所等の設立、または資本参加のない業務提携、技

術輸出等を指す。  

データ出所：新潟県「新潟県輸出入状況・海外進出状況調査」各年次版より作成。 
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２．世界経済の展望 2016 年に入り、世界経済の不透明感が高まってきています。４月中

旬にワシントンで G20 財務大臣・中央銀行総裁会合が開かれましたが、

その際、IMF は 2016、17 年の経済展望を改定し、世界経済の成長予

測を下方修正しました。IMF は１月に下方修正したばかりですから、

１月よりもさらに世界経済全体の方向が悪くなっているという判断で

す。アメリカの FRB は、昨年 12 月に、国内経済の回復を受けて９年

半ぶりの利上げを行い、今後も利上げを続ける姿勢を示したわけです

が、本年に入って利上げのペースがスローダウンしつつあります。FRB

は、アメリカ経済が思ったほど好調ではないという判断をしていると

いうことです。欧州では相変わらず低成長が続き、デフレ圧力が無く

ならず、加えて難民問題やイギリスの EU 離脱のリスクに面していま

す。世界経済のエンジン役を務めてきた中国をはじめとする新興諸国

では経済成長が減速し、原油価格は低迷しています。 

直近の IMF の世界経済展望の改定では、世界経済全体としては３％

という最低ラインの成長は続ける、その中で先進国経済は２％近くの

成長をし、新興国・発展途上国は４％程度しか成長しないということ

です。先進国の中で比較的好調なのがアメリカですが、日本はあまり

好調ではありません。新興・途上国の成長は 2010、11 年に比べると

かなり下がっています。アジアの途上国の成長率も減速し、特に中国

の減速が顕著です。アジアの中で頑張っているのがインドで、中国の

成長率よりも高いことが見込まれており、また ASEAN 諸国も順当な

成長を続けそうです。中国経済に対する悲観論が高まっていますが、

アジア全体は、依然として世界の中で一番高い経済成長を続けていく

ということです。 

 

アメリカ経済は回復基調 アメリカ経済の回復は昨年の予想よりも緩慢になっています。中国

経済が減速し、原油価格が下落し、世界的に投資家の行動がリスク回

避的になっており、アメリカ経済もその影響を受けているわけです。

加えて、アメリカの潜在 GDP の伸びが以前と比べてシフトダウンし

ています。 

 

図４：アメリカの潜在 GDP と実際の GDP 

 

データ出所：US Congressional Budget Office, 2014. 
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図４にアメリカの潜在 GDP の動きが示されていますが、これによ

ると、リーマンショック前の 2007 年に予測された潜在 GDP の動きに

比べて、2014 年に予測された GDP は下方に大きく屈折しています。

実際の GDP は現在、それ以上にシフトダウンしていることがわかり

ます。GDP を生み出す供給力が世界金融危機とともに下がっており、

自らの技術革新を行うなど生産性を高めていくことが必要になってい

ることが示唆されます。 

 

ユーロ圏経済の展望  先ほど、ユーロ圏ではデフレ圧力が強いと申し上げましたが、銀行

融資や投資も停滞しています。世界経済全体を覆う一つのリスクとし

て長期停滞論が論じられていますが、そのリスクがもっとも大きいの

がおそらくユーロ圏経済です。日本経済は 1980 年代のバブル破裂以

降、90 年代、2000 年代に銀行融資・投資の低迷と低成長を経験し、

「日本化」と言われる現象に陥りましたが、ユーロ圏経済がまさに日

本化のリスクに面しています。欧州中央銀行は量的緩和政策を行った

り、日銀に先駆けてマイナス金利を導入したりして対応しています。

大きな債務問題を抱えてきた PIGS（ポルトガル、アイルランド、ギリ

シャ、スペイン）諸国では改革疲れが進んでいます。ユーロ圏という

通貨同盟を支えるための様々な枠組みができましたが、まだ完全では

ありません。また、EU の統合を脅かす難民問題やイギリスの EU 離脱

のリスクがヨーロッパ経済全体にマイナスの影響を与えはじめている

ように思われます。ユーロ圏では根本的な構造改革が必要になってお

り、同時に、インフラ投資などで有効需要を刺激しなければ低成長か

ら抜け出せない可能性が高まっています。 

 

新興国経済の展望 新興国経済は 2012 年以降、特に 2014 年の後半以降成長が減速して

おり、貿易の伸びも鈍化していますが、国によってバラツキが大きい

と言えます。中国経済は 2014 年以降、成長が鈍化していますが、そ

れでも７％近い成長を達成しています。ブラジル、ロシアは非常に深

刻な状況になっており、2015 年は大きなマイナス成長、今年もマイナ

ス成長が見込まれています。それ以外の産油国や資源国も経済的に低

迷しています。そうした中で、アジアでは、インドや ASEAN が堅調

に成長しています。 

 

原油価格の低下 原油価格が下落してきた原因はいくつか挙げられますが、一つは石

油輸出国機構（OPEC）、特に最大の産油国・輸出国であるサウジアラ

ビアや、OPEC のメンバーではありませんがロシアが、原油生産を拡

大してきたことです。加えて、米国のシェールオイルの生産も拡大し、

今後はイランが経済制裁の解除を受けて原油を増産する模様です。第

二は、それまで猛烈な勢いで原油需要を伸ばしてきた新興国特に中国

で、経済減速の結果、原油需要の伸びが低迷し需給のバランスが大き

く崩れたことです。そのために、2014 年の後半から原油価格が大幅に

崩れてきたわけです。 

原油価格の下落は、日本や中国のような消費国には恩恵が出るはず 
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 ですが、世界経済全体としてそうなっていないのが今の問題かと思い

ます。産油国では、原油収入が減ることで財政が悪化し、経済成長を

支えることができず、彼らのオイルマネーも国際金融市場から引き揚

げられています。彼らが経済的な苦境に陥り、かつアメリカや欧州へ

の投資が縮小して株式市場が低迷しているという状況です。米国のシ

ェールオイル企業の中には原油価格の下落で業績が悪化する企業が増

え、そうした企業に対して融資している債権銀行がマイナスの影響を

受けています。世界的にみて、こうしたマイナスの影響がプラスの影

響よりも大きくなっているのが現状かと思います。 

 

３．中国、ASEAN、インド経済

の概観 

 中国は中長期的には世界最大の経済規模になる可能性が大きいとみ

られています。中国は、構造的にこれまでのような高い経済成長は続

けられず、中速度の経済成長に移っていく局面にあるかと思います。

その中で、消費やサービス主導の経済成長へ移行していくことが課題

になっていますが、これがなかなか難しいわけです。 

 ASEAN 経済は、中長期的にも成長が続くと考えます。ASEAN は昨

年末に経済共同体をつくりました。経済共同体をつくって、自らを単

一市場、単一生産基地にし、グローバル経済の中に組み込んでいくと

いうことです。ASEAN の中にはシンガポールやブルネイのような高所

得の国がありますが、ミャンマー、カンボジア、ラオスのような低所

得の国もあり、そのギャップを埋めていくことが課題になっています。 

 インドは、とりわけ中長期的な成長の潜在性が大きいといえます。

新潟県の企業の中にはインドまで進出されておられるのは比較的少な

いのではないかと思いますが、将来的には成長の潜在性が極めて大き

い国です。モディ政権が経済再生を図ろうとしており、インフラ投資

を活発に行い、製造業を促進し、直接投資を呼び込むと同時に、貧困

削減を図るという政策をとっています。 

日本の潜在成長率は 0.5％程度と低いので、高成長を続けて巨大な

市場に成長していく新興国の経済活力を日本経済の中に取り込むとい

う成長戦略は極めて重要です。それは日本が今後ますます実現させて

いかなければならない方向です。 

GDP の規模について IMF のデータを見ると、中国の経済規模がア

メリカやヨーロッパの経済規模に猛烈な形で追いつこうとしているこ

とがわかります。日本は、ちょっと悲しいのですが、中国から離され、

インドが日本を追いかけてきている状況になっています。ただ、一人

当たり GDP で見ると、アメリカの一人当たり GDP はまだまだ高く、

日本も、この 20 年間成長してこなかったものの、まだ高い水準を維

持しています。そして、ヨーロッパやアジア NIEs（韓国、台湾、シン

ガポール、香港）が日本に追い付こうとしていますが、中国の一人当

たり GDP はまだ低い水準にあります。 

アジア開発銀行とアジア開発銀行研究所は数年前に、中国、ASEAN、

インド経済の中期予測を行いました。それによれば、中国は現在、中

所得国（一人当たり所得が年間 1300－１万 3000 ドルの国）ですが、

2030 年までには高所得国入りする可能性が非常に大きく、ASEAN 諸 
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 国も着実に成長していくでしょう。インドも成長していきますが、中

所得国の状況から抜け出すにはもう少し時間がかかりそうです。 

これらのアジアの新興国では、中産階層が引き続き拡大していくの

で、旺盛な消費需要がつくられ、同時に都市化が急激な形で進みます。

中国、ASEAN、インドにとって、中産階層の消費と都市化が経済成長

のドライバーになり続けることは、ほぼ確実であろうと思われます。 

 アジアでは都市の総人口は 2010 年の段階で 15 億人強でしたが、

2050 年には 30 億人程度になる見込みで、14 億人ほどの人口が都市に

追加されることになります。1000 万人の人口を持つ都市をメガシティ

と呼ぶとすると、これが 140 個分できるという驚異的な規模で都市化

が進みます。環境負荷などが大変な問題になるわけですが、同時に経

済的な機会が大量に作り出されるということでもあります。 

 

図５：人口と生産年齢人口：主要国・地域別推移 

人口（百万人）  生産年齢人口（15－64 歳、百万人） 

  
データ出所: United Nations, World Population Prospects: The 2015 Revision より作

成。 

 

図５に示されているように、中国では生産年齢人口（15－64 歳の人

口）が昨年の時点でピークに達しました。中国の場合は男性の定年は

60 歳で、生産年齢人口の定義が通常と違うのですが、通常の基準で定 

義しても、すでにピークアウトし今後は減っていく状況です。人口も

2020 年代の半ばにはピークアウトしそうです。人口も生産年齢人口も

増え続けていくのはインドで、その意味でインドのポテンシャルは非

常に高いということです。 

アジアのいくつかの国では高齢化や少子化が急速に進んでおり、日

本がその先頭を切っています。日本の後をアジア NIEs が続き、次いで

タイで、中国も進むということで、高齢化・少子化が重要な課題にな

りつつあります。 

 

４．北東アジア経済の現状と課題  ERINA が北東アジア地域と呼んでいるのは、中国、韓国、モンゴル、

ロシア極東地域、北朝鮮です。中国の中でも東北三省と内モンゴル自

治区を指していますが、ここでは中国全般についてカバーしてお話し

したいと思います。 

北東アジア諸国の 2000 年以降の経済成長率が図６に示されていま 
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 す。ここから、中国が最も安定的で高い成長を実現させてきたこと、

ロシアとモンゴルはリーマンショックまで中国に次ぐ高い成長を達成

させていたが、リーマンショック後はロシアが若干の回復をみせたも

のの 2013 年以降成長が失速し、モンゴルは中国以上の高成長を記録

したが次第に減速してきたことがわかります。韓国はリーマンショッ

クまで４％程度の着実な成長を果たしてきましたが、ここ数年は成長

率が鈍っています。北朝鮮は、一人当たり所得がまだ極めて低いにも

関わらず、成長率が低く、他の発展途上国と比べて異常に停滞気味の

経済です。成熟期に入った日本経済は、リーマンショック前は２％の

成長が続いた時期もありましたが、その後は、少子高齢化やデフレの

重しに加えて世界経済の停滞で、高い安定的な成長が実現できていま

せん。 

 

図６：北東アジア諸国の経済成長率（％） 

 

データ出所: IMF, World Economic Outlook database, April 2016; Bank of Korea, 

July 2015 より作成。 

 

 北東アジア諸国は、それぞれが深刻な構造的課題に面しています。

少子高齢化の問題は、日本、中国、韓国にとって深刻化しつつありま

す。格差問題は日本、中国、韓国、あるいはロシアでも課題です。そ

してインフラのコネクティビティ（連結性）、つまり国と国との間をイ

ンフラで繋げていくという問題があり、これはモンゴルやロシア極東

地域にとって大きな課題です。投資環境や事業環境を改善して、海外

から直接投資を呼び込むことは、日本、モンゴル、ロシア極東地域に

とって大きな課題です。中国でも、2000 年代を通じて大量の直接投資

が流入しましたが、最近はペースが落ち、ことに日本からの直接投資

はむしろ減っている状況で、投資や事業環境の改善が必要になってい

ます。そして、これらの諸国では、経済成長を維持しながらそれぞれ

の構造改革を行っていく必要に迫られています。 

 北東アジア地域では、構造改革と成長をサポートする上で、域内経

済協力が有効ではないかと思っています。特に、貿易・投資を通じて 
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 お互いの経済関係を緊密化させていく、インフラで国と国とを連結さ

せていく、エネルギー資源国と消費国を繋げて安定供給を図っていく、

環境もしっかり保全していく、そうしたことが地域の平和と安定に寄

与し、成長を支えることにつながっていくものと思います。 

 

中国経済の課題  中国経済は 2008 年秋のリーマンショックを受けて、４兆元に上る

大規模な経済対策を打ち出しました。これは当時の GDP の 13％に相

当する額ですが、４兆元をはるかに超える資金（GDP の 20％程度）

が投入されたと言う経済学者もおり、今、その副作用が出てきていま

す。大々的な公共投資や都市開発を行い過ぎて不動産バブルを作って

しまった、地方政府をテコに公共投資を行ったことで地方政府債務を

累積させてしまった、銀行部門を通じないで資金調達を行ういわゆる

シャドーバンキング（当局の目の届かないところでの金融活動）を拡

大させてしまった、都市開発や公共投資に必要な鉄、石炭、セメント、

建設機材などの分野で過剰設備をつくった、などの問題が今、成長の

足かせになっています。そして現在は、同時に、高速度成長から中速

度成長への転換点にあるということが、中国が面している最大の構造

的な問題ではないかと思います。 

中国の成長率は、リーマンショック以前は 10％台が続き、リーマン

ショック直後の 2009－11年は９％台から 10％台を維持していました

が、2012－14 年には７％台になり、2015 年は 6.9％に低下し、さら

に 2016 年の第１四半期は対前年同期比 6.7％と、じわじわと下がって

きています。この下がり方は構造的なもので、2016－20 年にかけて

中国政府は 6.5－７％を達成すると言っていますが、おそらく 6.5％程

度に下がり、2020 年以降もトレンドとしてさらに下がり続ける、とい

うのが大半の中国の経済学者が考えていることかと思います。 

成長率がトレンドとして下がり続ける最大の背景は、生産年齢人口

の減少です。これまでのような、極めて強気の公共投資、都市開発は

行えなくなっています。むろん都市化は進みますが、以前のような、

対 GDP 比で 45％を超える投資の規模は必要なくなります。一方で、

中国経済はハードランディングするという見方もあります。これは

６％以下の成長に落ち込むということでしょうが、短期的にそこまで

落ち込む可能性は小さいと思われます。中国の当局者は何が何でも

6.5％程度の成長は維持しようとするでしょうから。 

もう一つ問題になっているのは、今は若干収まっていますが、中国

からの資本流出が続いていることです。国際収支と外貨準備のデータ

を見ると（図７）、まず国際収支では、2014 年後半以降、資本の純流

出が起きています。経常収支の黒字と直接投資の純流入以上に資本が

海外に流出しているわけです。そのため、外貨準備は 2014 年中頃に

約４兆ドルまで膨らみましたが、その後急激に減り、2016 年初めには

3.2 兆ドルの水準にまで下がってきています。こうした資本の純流出

が、人民元レートの下方圧力を生み出しています。人民元レートが大

幅に切り下がると、資本流出とレートの切り下げに歯止めがかからな

くなってしまう可能性があり、これは中国当局も十分理解していて、 
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 人民元レートが大幅に下がらないように努めています。資本移動と人

民元レートをしっかり管理していくことが、当面の中国の課題かと思

います。これを管理しながら、なんとか成長を持続させ、構造改革を

行っていくことが重要だと思います。 

 

図７：中国の資本流出と外貨準備高 

国際収支（十億ドル）   外貨準備高（兆ドル） 

 

データ出所：中国国家外貨管理局の統計より作成。 

 

当面の構造改革とは、鉄鋼、石炭、セメントなどの過剰設備を削減

していくことです。いわゆるゾンビ企業（特に事実上破たんしている

が政府の補助金のおかげで生き永らえている国営企業）をなんとか整

理しようとしています。これを進めると雇用にマイナスの影響が出て

くるので、余剰になった労働者を再訓練して新しい分野に移していく

ことで雇用を維持しようとしています。また、不動産ストックも過剰

で、これも削減していかなくてはなりません。こうした当面の構造改

革をしっかりやっていかないと、中国経済の重石になって今後の成長

を制約する要因になってくるかと思います。 

中国は日本の経験も相当勉強しています。ゾンビ企業というのは、

実は日本のバブル崩壊当時の企業を念頭に置いた言葉です。日本では

ゾンビ企業が永らく存在してしまったことから、低成長の一因になっ

たという見方です。中国でもこの言葉が使われ、早く問題を処理しな

いと次の成長が期待できないことを認識しているようです。 

中長期的な構造改革では、これまで投資主導型あるいは外需主導型

だった成長のパターンを消費主導型にしていく、低賃金に支えられた

低付加価値型あるいは加工組み立て型の製造業から高付加価値型の製

造業やサービス業へシフトしていくことが課題です。賃金は急速に上

昇しているので、これまでのような形での製造業はできなくなってき

ていることが背景にあります。その意味で、「世界の工場」としての中

国は転機を迎えていると思います。低コストの労働や資本ストックの

増大で生産を拡大していくのではなく、現存の労働や資本ストックで

より多くのものを作り出していくという生産性重視の成長パターンへ

移っていくことです。これまでは直接投資に依存して技術革新を行っ

てきましたが、自前の技術革新を行おうとしています。 

中国はそれ以外にも非常に多くの改革すべき構造的な問題に面して 
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 います。国有企業改革は、当面の構造改革を推し進めるためにも欠か

せないところです。経済格差、とくに都市と農村の間の経済格差が非

常に大きくなっており、その解消が必要です。少子高齢化に対応する

ためにも、社会保障改革が喫緊の課題です。環境改善、たとえば PM2.5

のような大気汚染を北京など主要都市から無くしていく。共産党員や

官僚の腐敗を無くしていく。こうしたことをやっていかないと、社会

的・政治的な安定性が保てなくなるでしょう。 

金融部門の改革も進める必要がありますが、当面の資本純流出や人

民元への下方圧力に対処して、この問題が収まってから、人民元の為

替レートの柔軟化を図り、国際資本移動の自由化を進めていくという

ことかと思います。 

 

韓国経済の課題  韓国の成長率も、日本と同じように趨勢的に低下してきました。

1980 年代は９％、90 年代は７％、2000 年代には５％程度あった成長

率が、最近は３％程度に下がっています。韓国でも少子高齢化が進み、

生産年齢人口は来年にも減少を始めます。インフレも低下しつつあり、

日本のようなデフレに陥るのではないかということから、「日本化」の

リスクを懸念する経済学者がかなり増えています。 

 韓国の構造問題としては、若年失業率が上昇し、非正規職の賃金が

低迷して、所得格差が拡大するといったことや、重厚長大型産業の長

期的な停滞も挙げられています。これは中国経済の減速や構造変化の

影響をかなり受けている結果でもあり、中国の産業構造がこれから変

化していく中で、韓国の産業構造も変化を迫られています。中国の一

段上を行くかたちで、高付加価値型製造業・サービス業などの新産業

へのシフトが必要になっているといえます。韓国の国営企業や公営企

業の債務が増え、家計の債務も拡大しており、これに対処していくこ

とも課題です。韓国の経済学者からは、韓国にも韓国版アベノミクス

が必要なのではないかという話が出ます。金融緩和、財政支援、そし

ていちばん重要な構造改革を同時に行っていく、「３本の矢」を一緒に

やっていくことが必要だということです。 

 

モンゴル経済の課題  モンゴルは、元々社会主義国で、旧ソ連の影響を大きく受けていま

した。しかし、1990 年代初めに旧ソ連が崩壊すると、モンゴル経済も

きわめて深刻かつ危機的な状況に陥りました。1989 年から 93 年にか

けて、モンゴルの GDP は 22％以上収縮したのです。しかし、モンゴ

ルはその後経済改革をしっかり進め、市場経済に移行していくための

構造改革を行ってきました。そのため、1990 年代半ばまでに経済成長

が回復し、2000 年代に入ってより高い経済成長を実現できたのです。 

モンゴルは資源国です。鉱業部門が非常に大きく、対中国向けの資

源輸出が成長を引っ張っています。対外政策の自由化の結果、鉱業部

門に大量の直接投資が流入し、輸出をテコに非常に高い成長を続ける

ことができたのです。しかし今は、その反動を受けています。資源価

格が下がって輸出が低迷し、経済成長が減速しているからです。その

ため、輸出品の多様化が課題になっています。とくに製造業を発展さ 
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 せていくことが課題です。モンゴルでは、畜産というもう一つ大きな

部門があり、例えば肉製品や乳製品など食品加工業をもっと活発にし

ていくことが考えられます。 

モンゴルの場合、輸出の 80％以上は中国向けです。そこで、モンゴ

ルにとっては輸出品だけでなく、輸出先を多様化させていくことも必

要です。韓国や日本、さらにはアジア太平洋地域にも輸出できるよう

に、モンゴルと周辺国とくに日本海側の港湾とを繋げていくこと、そ

のための輸送インフラの連結性を強化することが課題です。 

 

ロシア極東地域経済の課題  ロシア経済は、原油価格の低迷でマイナス成長に陥っています。さ

らにはウクライナのクリミア併合問題で国際的な経済制裁も受け、マ

イナス成長が続く状況にあります。ロシア極東地域は天然資源が豊富

にあり、アジア太平洋地域に近いという比較優位がありますが、これ

が十分生かされていません。パイプライン、鉄道などのインフラがま

だ十分でなく、かつ投資環境・事業環境も不十分です。ロシア極東地

域が比較優位を生かしていければ、日本も大きな利益を受けるのでは

ないかと思いますが、そうはなっていません。 

ロシア極東地域では人口流出が続き、この四半世紀の間に２割以上 

人口が減少しており、いまは 600 万人強にしかすぎません。その空隙

を埋めるかのように多数の中国人が入り込んできており、これがロシ

アから見ると問題になっています。 

ロシア極東地域の主要貿易相手国は日本、中国、韓国です。天然資

源を輸出して製造業品を輸入する構造になっていますが、ロシアはこ

の貿易構造を変えたいと考えているようです。直接投資を呼び込んで

製造業も発展させたいのですが、当面は比較優位をうまく使って成長

を続ける、そしてその中で製造業にもテコ入れをしていく、といった

アプローチが有効だと思います。2015 年には民間投資の誘致を目指し

て「先行社会経済発展区」や「ウラジオストク自由港」などの特区制

度を導入したのですが、その成否が注目されるところです。

 

北朝鮮経済の課題  社会主義体制をとっていた北朝鮮は、旧ソ連崩壊後、モンゴルと同

じように 1990 年代に経済的に停滞したわけですが、2000 年代に入っ

て緩やかに回復し、しかし決して高い成長率とはいえません。成長の

牽引役は軽工業と非国営部門です。国営部門を中心とした重工業が基

幹部門のはずですが、不振が続いています。経済活動は国営部門と非

国営部門の両者で行われていますが、現政権は非国営部門を積極的に

拡大していこうとは考えていないようです。私有化や市場化に向けた

経済改革は、金正日政権の下である程度進んだことがありましたが、

金正恩政権になって進んでいるという兆候はありません。北朝鮮は、

核開発と経済開発を同時に進める「併進政策」をとっているとされま

すが、まず核保有国として国際的に認知されたいということで、政治

を優先し、経済を後回しにしているように思われます。今や核実験や

ミサイル発射などで国際社会から経済制裁を受け、外貨や物資が不足

し、経済的な困難はさらに進むのではないかと思います。 
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５．日本の課題と役割  日本の経済成長率は低迷しており、少子高齢化で国内市場が大きく

拡大する余地はありません。そうした日本にとって、ダイナミックに

成長する新興アジア諸国と経済連携していくことは非常に重要なこと

です。このことは、日本のどの地域についても言えるでしょうし、新

潟県についても、日本海側の北陸・東北地域についても言えると思い

ます。日本として重要なことは、構造改革を行って生産性を引き上げ

ていくことです。「一億総活躍」という言葉がありますが、まさに全員

が働けて、高い価値を生み出せるような経済にしていくということで

す。 

その一つの契機が、経済活力のある周辺のアジア諸国と共に成長す

ることです。アジア諸国の経済活力を取り込むためには、各種の自由

貿易協定（FTA）を構築することが効果的です。たとえば、東アジア

地域包括的経済連携（RCEP）や環太平洋経済連携（TPP）を実現させ

ていくことです。ASEAN＋６の自由貿易協定である RCEP を実現させ

るためには日中韓の FTA が必要になるということで、日本が絡む北東

アジア地域の経済協力が極めて重要です。 

次に、日本による対アジアインフラ支援が重要です。図８が示して

いるように、アジアの広域インフラの需要は非常に高く、特にモンゴ

ルでは対 GDP 比で 13％以上と非常に高くなっています。日本が質の

高いインフラ支援を行ってアジア経済の発展を支え、そこからさらに

日本が成長面で恩恵を受けるという発想がますます重要になっていま

す。 

 

図８：アジア各国のインフラ需要の推計 

（2010－20 年の期間における対 GDP 比の年平均値、％） 

 

データ出所: Bhattacharyay, Biswa Nath. "Estimating Demand for Infrastructure, 

2010-2020." In Biswa N. Bhattacharyay, Masahiro Kawai, and Rajat M. Nag, eds., 

Infrastructure for Asian Connectivity (Cheltenham, United Kingdom: Edward 

Elgar, 2012), pp. 19-79 より作成。 
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 今や日本にやって来る外国人の旅行者数は出国日本人を上回るよ

うになっています。アジアからはここ数年急激に増えており、中国、

韓国、台湾、ASEAN からの伸びが大きくなっています。こような、中

国人旅行者をはじめとするインバウンド需要を拡大させ、これをもっ

と取り込んでいくことも日本にとって必要です。 

そして、日本の環境改善、高齢化対策などの知見をアジアの国々、

中国などに伝えていくことも協力を深める上で望ましいと思います。 

日本の民間企業もさらなる海外進出を行っていく余地はまだ十分に

あります。進出先で技術移転し、現地で人材を育成し、現地の中小企

業に育ってもらい、日本もそれで利益を得る。日本の地方もそれをサ

ポートする体制を作っていくことで、国内での雇用を維持していくこ

とが可能になるかと思います。 

日本の企業はこれまで、主にアメリカやヨーロッパを相手に直接投

資を行ってきましたが、最近はアジア諸国への直接投資がじわじわと、

金額ではまだアメリカやヨーロッパには追いつけませんが、増えてい

ます（直接投資残高ベース）。韓国企業の場合は、中国への直接投資が

アメリカ、ヨーロッパへの直接投資よりも多くなっており、日本もア

ジアへの直接投資を増やしていく余地はありそうです。 

中国に対してどの国・地域から直接投資が行われているかというと、

香港からの額が圧倒的に多いのですが、国としては日本が最大の投資

国になっています。ASEAN に対しても、日本が最大の投資国になって

おり、さらに伸びる余地があるのではないでしょうか。 

日本の対外直接投資の収益率を国際収支統計のデータから計算して

みました。図９が示しているように、アジア通貨危機後の 2000 年代

以降、日本がアジアで行っている直接投資の収益率は、アメリカやヨ

ーロッパで行っている直接投資の収益率よりも高く、アジアは日本に

とって極めて重要な経済地域であることがわかります。 

 

図９：日本の対外直接投資の収益率（％） 

 
注：収益率は、当該年の直接投資収益の、当該年の直接投資平均残高（前年末と当該年

末の直接投資残高の平均値）に対する比率として計算。2014 年の国際収支表はそれ以

前と接続しないが、この点は考慮に入れていない。 

データ出所：日本銀行「国際収支統計」の直接投資収益統計および直接投資残高統計よ

り作成。 
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 以上のようなことを考えると、日本がアジアと共に成長していくた

めには、日本自体が国際化していく必要に迫られていることが分かり

ます。企業の場合、日本国内の活動だけではもたなくなってきており、

海外に出ていくことが否応なく進んでいます。海外に出たら、進出先

のニーズに合った製品やサービスを提供していくのは当然ですし、日

本人自身が国際的なマインドを持って出ていく必要があります。中国

人やロシア人と交渉するのは大変でしょうが、やらざるを得ません。

そして、多様なカルチャーを持つ人たちを管理できるような人材を日

本の中で育てないと企業も海外に出ていけない、ということになりま

す。こうした日本人自身の国際化が、これからますます重要になって

いくのだと思います。日本国内にいても、インバウンド需要にちゃん

と対応できる態勢をつくっていくことが必要でしょう。 

６．まとめ  アメリカ経済やヨーロッパ経済は世界金融危機から回復してきてい

ますが、経済回復はまだ脆弱です。世界的な原油価格の低下は、一部

の諸国には不安定化要因になっています。原油価格安は世界経済全体

にとってプラスの効果が大きいはずですが、実際にはそうなっていま

せん。 

世界経済の牽引役は、依然としてアジアです。中国経済、ASEAN 経

済、インド経済のいずれも伸びています。中国経済は成長が減速しつ

つありますが、６％台でしばらくは成長を続けるでしょう。2020 年以

降も、トレンドとして減速していきますが、日本の成長率よりはるか

に高い成長を続けていくということで、北東アジアの重要性は変わり

ません。 

中国経済のファンダメンタルズは悪くないと思いますが、大きな課

題に面しています。当面の課題は、過剰設備や過剰不動産を整理し、

ゾンビ企業を淘汰していくことです。これは国営企業がらみで難しい

ところもありますが、何とかやっていかざるを得ません。そして、成

長の源泉を今までのような公共投資や不動産投資ではなく、消費やサ

ービスに移していくことが重要です。国内金融リスクに対処し、対外

資本流出や人民元安も深刻な状況にならないように管理することも必

要です。根本的な構造問題は、国内の所得格差、環境悪化、法の支配

の不十分さ、腐敗の問題です。これに着実に対処していくことが、長

期的・持続的な成長につながります。 

北東アジアでは、域内経済協力が成長力を強化していくカギになる

でしょう。貿易や投資を活性化させる、インフラを構築して連結性を

強化していく、エネルギー協力も行う。日中韓の FTA を進めていくこ

とは決定的に重要なことだと思います。 

日本としては、アベノミクスをしっかりとやっていくしかないと思

っています。アベノミクスに対しては最近いろいろな批判があります

が、もしアベノミクスをやっていなければ、日本経済はもっと酷い状

況になっているのではないかと考えるからです。アベノミクスの中で

も、特に「第三の矢」である構造改革をきちんと進めていくことです。

北東アジア諸国をはじめ、ASEAN やインドなどとも経済連携を強化し、 
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 それを通じて日本の経済再生を図っていくという視点が重要です。ア

ジア域内の経済統合の中に日本自身が入っていって、日本が利益を受

ける。日本がインフラ支援を行う傍で、日本の企業が海外直接投資を

行って、技術移転を進め、日本がもつ知見やノウハウを伝え、アジア

と共に成長していく、ということが重要だと思います。 

そのためにも、外国人をうまく管理できる日本人の人材を育成して

いくこと、インバウンド需要をしっかり取り込める環境をつくってい

くことが、求められています。 

 

＜質疑応答＞ 

Ｑ．中国経済の構造改革と関連

して、中国の共産党、共産主義

との兼ね合いはどう考えたらい

いでしょうか。 

Ａ．政治システムの問題ですが、私自身は、中国が経済成長を続け中

産層が増えてくると、政治体制も必然的にソフト化していかざるを得

ないのではないかと思っています。共産党政権でも、よりソフト化さ

れた政治体制に移っていくということです。そうしないと、自分たち

の意思を様々な政策に反映させたいと考える中産層の人たちの欲求に

応えられなくなります。応えられないと政治的・社会的な不安定性が

高まってきます。たとえ直線的に進まなくとも、趨勢として、よりソ

フト化していかざるを得ないと思っています。 

 

Ｑ．アベノミクスはうまくいっ

ているのでしょうか。何が「３

本目の矢」なのでしょうか。 

Ａ．「３本の矢」の第一は金融政策でデフレから脱却する、第二は財政

政策で有効需要を支えていく、第三は構造改革を行って生産性を高め

る、ということです。金融政策については、日本銀行の黒田総裁は、

量的緩和と質的緩和を行い、それをさらに「マイナス金利」で支える

としています。マイナス金利は、ゼロ金利より強力な金融緩和政策の

はずです。財政政策は 2015 年度ぎりぎりまで続け、2016 年度ではど

うやっていくかということが今、議論されているところかと思います。 

構造改革のおそらくいちばん大きな成果は、女性の労働参加率が３

ポイントほど上がったことかと思います。これは非常に歓迎すべきこ

とです。海外の方々から評価されているのは、企業統治の仕組みが良

くなったと受け止められていることです。これからもっと進めるべき

ことは、非正規労働者の方々の待遇を良くし、働きたいという人たち

に働ける環境を作っていくことです。これは女性、特に小さいお子さ

んを抱えたお母さん方が重要なターゲットになるかと思います。もう

一つの成果は、高齢者の人たちの雇用が、本来はリタイアして減るは

ずが減っておらず、労働供給に貢献していることです。 

 

Ｑ．生活している立場から言え

ば、実態経済はあまりよくなっ

ていません。「第３の矢」という

のは、実際に成長産業を見つけ、

そこに重点投資していくことを

期待していたのですが。 

Ａ．私自身もそう実感しています。人工知能、バイオテクノロジーな

ど、将来の産業としてポテンシャルが大きいものはいくつかあり、日

本もアメリカもヨーロッパも、何とかしようと競争しているところで

す。人工知能と IT を組み合わせたロボット的な分野での技術革新は、

高齢化が進む日本にとってだけではなくて、中国などにも役に立つも

のでしょう。技術先進国である日本としてやっていける分野はたくさ

んありそうです。企業の方々にもぜひ頑張っていただきたいと思いま

す。 
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Ｑ．日本経済の「成熟」という

言葉は、停滞、成長しないとい

うことを意味するのですか。そ

れとも、少子高齢化の中に発展

の芽や要素はあるでしょうか。 

Ａ．成熟という言葉は前向きに受け取りたいと思います。少子高齢化

はマイナス面だけではないと思います。高齢化とは寿命が延びていく

ということで、これは決して悪いことではありません。保健・医療が

しっかりしていて、日本人自身も健康に気を付けた生活をしていると

いうことで、これは多くの国の方々に参考にしていただきたいことで

す。高齢者には高齢者なりの財やサービスの需要があり、そうした需

要を満たすための経済活動は、まだ十分に発展していないと思います。

少子化は、女性があまり子供を産まなくなったことの結果ですが、女

性が子供を産めるような環境をつくっていくことが重要かと思います。

少子化は将来の労働供給を抑制し、経済成長にマイナスの影響を与え

ます。とりわけマイナスになるのは税収です。日本は国家債務が GDP

の 240％以上になっていますので、非常に深刻な事態です。しかし、

少子化にきちんと対処し、高齢化のプラス面をうまく使っていけば、

何とかマイナス面を相殺するようなことは可能ではないかと思います。 

 

Ｑ．地域の平和の安定がなけれ

ば経済成長はあり得ないとすれ

ば、反日政策や排日教育をする

国との持続的経済交流はあり得

るでしょうか。もう一つ、ロシ

アは広大な土地があります。そ

の広大な土地で、農産物や水産

物の輸出入、加工の窓口が大き

く開かれている気がするのです

が。 

Ａ．反日や排日を謳っている国とは付き合えないのではないかという

ことですが、そういう国のすべての人たちが反日、排日であるわけで

はなく、お互いに良好な関係をつくり、お互いに利益を得たいと考え

ている人たちが多いのも事実だと思います。日本国内でも「あの国は

嫌だ」と言う人たちもいますし、「もっと良い関係を作って互いに協力

しよう」と考えている人たちもいます。隣国は地理的には動かせない

ので、付き合っていくしかありません。付き合っていくのであれば、

平和に付き合って、考え方の違いはあっても共通の利益をつくってい

く、そういう人たちが増えていけば、両方の国でウィン・ウィンの関

係ができるのではないか、政府もその影響を受けてくるのではないか、

と私自身は楽観的に考えています。特に、経済分野での交流は直接、

利益として跳ね返ってきます。そのために ERINA も創られたのではな

いかと感じています。 

ロシアの広大な土地の利用については、気候上の制約も勘案しなが

ら、向こうで農産物を生産し、例えば日本にもってくることが本当に

採算に乗るのであれば、そういうことができるように二国間で体制を

作っていくことは必要かと、私自身も思います。水産物の取引や加工

も同じように考えています。 

 

Ｑ．新潟県もベトナムと提携を

結んだということもあり、今後

の ERINA の研究の方向性として、

このまま北東アジアでいくのか、

ASEAN の方にも拡大していくの

でしょうか。 

Ａ．ERINA は環日本海経済研究所、英語では Economic Research 

Institute for Northeast Asia となっていますので、その本務は北東ア

ジアを対象に研究を行うことかと思います。しかし、北東アジアはそ

れだけで孤立している地域ではありませんので、北東アジアと他の地

域との関係、例えばアメリカ、ヨーロッパ、オーストラリア、あるい

は ASEAN との関係も考えなくてはいけません。我々としても、例え

ば ASEAN でどういうことが起きているのかは絶えず注意していきた

いと思います。ただ、ASEAN のことを集中的に研究対象にする、ある

いは我々の仕事の対象にするかというと、おそらくそれは ERINA の本

務ではないでしょう。本務は北東アジアの平和と安定のための経済的 
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 な基盤を拡大していくということかと思っています。他の地域に目配

りをしながら、日本を含む北東アジアの問題を考えていきたいと思い

ます。 

 

Ｑ．かつて ERINA ができたとき、

「シンク・アンド・ドゥ・タン

ク」ということを考えてきまし

た。北東アジアの経済、安定と

平和に寄与するとおっしゃいま

したが、それは象牙の塔に籠っ

ているだけではできないことで、

「ドゥ」という行動が要ると思

います。ERINA の今後の在り方

についてお聞かせください。 

Ａ．おっしゃるように、私たちが研究室だけに籠っていたり、中国、

韓国、ロシアの同業者で集まって会議だけをして満足して終わったり

ということでは、ドゥ・タンクにはならないと思います。私たちがや

ることが実際の政策にも反映されるようなこと、実際のビジネスにも

役に立つようなことができればいいな、と思っています。私たちは北

東アジア地域の貿易・投資連携とか、コネクティビティ（連結性）、エ

ネルギー協力、環境協力を重視していますので、そうした研究成果を

具体化できるような目線から考えていきたい、そして実際に何かしら

のことを具体的にやってみたい、と思っています。ぜひご支援くださ

い。 

 

Ｑ．日本海沿岸の自治体は極東

ロシアでそれぞれバラバラに行

動していて、極東ロシアの方か

ら見るとプレゼンスが低いとい

われています。そこで、できれ

ば環日本海の都道府県や市町村

を ERINA が統合して、ウラジオ

ストクなりで日本のソフトパワ

ーを見せつけるようなイベント

を開催できないかと、日頃から

思っています。 

 

Ａ．今のご意見、頭に入れて持ち帰って、参考にさせていただきます。 

Ｑ．「グローバル人材」と言われ

ますが、英語ができればいいと

いうだけではなく、地域の特性、

人柄、価値観などが問われるよ

うです。しかし新潟や日本の教

育機関でどれだけ実践できてい

るか。中小企業レベルでのグロ

ーバル人材は、どう育成したら

いいのか。新潟ではそういう人

材が全部流出してしまい、新潟

の経済を支える人材がいなくな

るのではないか、という議論も

あります。これからグローバル

人材を育てる上で、どのような

視点があるでしょうか。 

Ａ．難しいご質問です。私はいま東京大学のグローバル人材を育てる

プログラムで特任教授をやっています。大学院生をターゲットに、世

界のどの分野・組織・環境でもグローバルリーダーになれるような人

材を育てる、ということが目的です。このプログラムを通じて感じて

いることは、日本だけにいても分からないことがたくさんあり、海外

に出て行き、あるいは海外から来た人たちと一緒になって何かをやら

ないと、外国の人たちのものの見方、考え方、振る舞い方が分からな

いということです。学生は海外に出て、ないし外国人と共同作業をし

て、ある意味でショックを受けないと、こうした点になかなか気が付

かないようです。例えば２、３カ月ほど海外に行って戻ってくると「も

のすごくショックを受けた」という学生がいます。言葉だけの問題で

はなく、ものごとを理解する枠組みを自分から変えられるようになれ

るかどうかが重要だと感じています。日本国内であれ、海外であれ、

さまざまな海外の人たちと一緒になって揉まれる経験をするというこ

とが必要なのではないかと思います。 
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◆ERINA 日誌◆（３月１日～４月 30 日） 

3 月 3 日 特定非営利活動法人新潟県対外科学技術交流協会「2016 年定時総会及び技術交流実績発

表会」講演（技術士センタービル、新井調査研究部長） 

3 月 5～6 日 「黒龍江省東北アジア研究会年次総会」参加・発表（ハルビン、新井調査研究部長） 

3 月 8 日 独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア経済研究所「中国都市化研究会」 

（千葉市、穆研究主任） 

3 月 14～20 日 モンゴルエネルギー経済研究所・モンゴル戦略研究所主催「Northeast Asian Energy 

Connectivity Workshop」参加・発表（ウランバートル、エンクバヤル主任研究員） 

3 月 16 日 アジア経済研究所・ERINA 共催ワークショップ「中国及び貴州の都市化政策とその現状」 

（ERINA 会議室、穆研究主任ほか） 

3 月 20 日 ERINA 北東アジア研究叢書 5 巻『北東アジアのエネルギー安全保障 －東を目指すロシア

と日本の将来－』杉本侃編著発行（日本評論社） 

3 月 23 日 「新潟東港コンテナターミナル活性化協議会」出席・講演 

（新潟国際貿易ターミナル、新井調査研究部長） 

3 月 25 日 『The Northeast Asian Economic Review』Vol. 4 No. 1 発行 

3 月 25 日 『ERINA BUSINESS NEWS』No. 114 発行  

4 月 1 日 代表理事に河合正弘就任 

4 月 1 日 新代表理事・河合正弘就任および役員選定をプレスリリース 

4 月 1 日 新代表理事就任記念講演会「世界経済の展望と北東アジア」についてプレスリリース 

4 月 1 日 2016 ERINA Policy Proposal Seminar「北東アジア協力を取り巻く環境変化」についてプ

レスリリース 

4 月 19 日 ERINA 新代表理事就任記念講演会「世界経済の展望と北東アジア」 

（新潟日報メディアシップ） 

4 月 22 日 2016 ERINA Policy Proposal Seminar「北東アジア協力を取り巻く環境変化」 

（東京、河合代表理事ほか） 

4 月 25 日 所内研究報告会「北極海航路への東アジア諸国の進出と日露関係への影響」 

（インターンシップ モスクワ国際関係大学・西澤） 

4 月 27 日 平成 28 年度第 1 回賛助会セミナー「中国における低炭素社会構築の基本戦略と取り組み

動向」についてプレスリリース 

4 月 28 日 第 16 回 GTI 諮問委員会（ソウル、新井調査研究部長） 

4 月 28 日 延辺朝鮮族自治州延吉市代表団来訪（田中業務執行理事ほか） 
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平成 28 年度に入り、ERINA の代表理事兼所長に新

しく河合正弘が就任しました。今号では、その就任

記念講演を収録しました。▼前西村代表理事と同じ

く学術界から、そして ERINA では初めての国際金

融分野からの就任です。▼講演では、世界経済やア

ジア経済の広い視野から、北東アジア経済や日本経

済を語り、さらに政策形成や経済交流にも貢献しよ

うとする ERINA の方向を示しています。▼今号で

はまた、ERINA の経済交流事業の中から、皆様にご

参加をお願いしたい当面の事業をご紹介しました。

今年度も、どうぞよろしくお願いします。 
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